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対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 市民課 担当係 重点事業

R6 事業名 人権擁護活動事業

基本目標 まちづくりに市民と行政が共に取り組むまち

政策 性別、国籍を超えた共生社会を推進するまちづくり

施策 人権擁護活動を推進します

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

78.7% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 維持→ 成果 維持→

100000 人権擁護活動費 57.5% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

1,501,000 551,000 △ 950,000 36.7% 0 0 0 0 551,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 528,000 1,501,000 551,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 526,352 1,494,117 542,662 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 1,648 6,883 8,338 給料 0 備品購入費 0

執行率 99.7% 99.5% 98.5% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 322,000

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 805,000 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 526,352 689,117 542,662 旅費 0 投資及び出資金 0 2 3 1 100000 人権擁護活動費

前年比較 79.9% 130.9% 78.7% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 1,029,000 1,025,000 906,000 需用費 220,662 寄附金 0 697,000 146,000 126.5% 0 0 0 0 697,000

総事業コスト 1,555,352 2,519,117 1,448,662 役務費 0 公課費 0

前年比較 102.5% 162.0% 57.5% 委託料 0 繰出金 0

使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 542,662

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

1,735,000 1,038,000 248.9% 0 0 0 0 1,735,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 0.0 5.0 5.0 4.0 5.0 5.0 5.0 8.0 

1 1 7 80.0% C 100.0% B 160.0% S

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 0.0 3.0 3.0 3.0 3.0 4.0 3.0 4.0 

1 1 7 100.0% B 133.3% S 133.3% S

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①人権教室は、幼保施設や小学校の他、地域のイベント等で実施
することで、幅広い年齢層に対して人権への理解を深めていただく
きっかけづくりをすることができた。
②市内各小学校で人権の花である『ひまわり』を育て、その経過を
学校ごとパネルにまとめた。また、人権擁護委員が、アエルにて夏
にひまわり、春にチューリップと菜の花を栽培し、訪れた方に人権
の花活動をＰＲすることができた。
③④⑤人権パネルの展示や街頭啓発活動、人権に関する作品募
集を通じ、多くの市民に人権について考えてもらうきっかけづくりを
することができた。

事
業
課
題

①②③④⑤社会の変化に伴い様々な人権に関する課題が顕
在化している。人々の人権への考え方も多様であることから、
引き続きあらゆる年代の人に対した人権意識の浸透を図ってい
く必要がある。

事
業
の
目
的

人権擁護活動を推進するため、人権擁護委員の協力を得て
人権教室や人権相談などを実施することにより、誰もが幸せ
に生きる権利である人権の考え方を広く市民に啓発し、人権
意識の高揚と普及を図る。

事
業
の
概
要

人権擁護委員による各種啓発活動（街頭啓発）や相談事業を
通じ、人権擁護委員との協働による人権啓発活動に取り組む
とともに、人権啓発の一環として、人権擁護委員による保育
園・幼稚園、小・中学校における人権教室を実施する。人権
の花運動を行い、人権啓発に係る作文やポスター、標語の応
募を呼び掛ける。

A
計画どおりに事業を進めることが
適当

決
算
前
年
比

A

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

人権意識の浸透を図るためには、様々な機会を捉え、人権擁護委員の活動を活発化させることが必要である。

①②③④⑤多くの市民に人権への理解を求めるには、地道な啓発活動の継続が不可欠である。今後も研修・セミナー参加を通じて情報収集
や知識の習得に努め、人権擁護委員の活動をサポートしていく。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

令和６年度は大きな事業がなく、啓発物品等も前年度の余剰分を配布したため、事業費が減額となった。

財源
内訳

指標名
単
位

人権教室の実施回数 回

物品配布による人権啓発活
動の件数

回

市民の人権意識の高揚と普及を図るため、今後も人権擁護委員の活動をサポートすることが有効である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・幼保園・小中学校・高齢者施設等での人権教室の実施
・人権啓発作品（ポスター・作文・標語）の募集や展示
・駅やスーパーでの人権啓発活動
・人権の花栽培活動

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

・人権講演会の開催（人権啓発活動地域ネットワーク協議会事業）
・幼保園・小中学校・高齢者施設等での人権教室の実施
・人権啓発作品（ポスター・作文・標語）の募集や展示
・駅やスーパーでの人権啓発活動
・人権の花栽培活動

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①人権教室を実施した。幼保施設４園、小学校２校、女性学級１か所、地域イベント１か所（R5：幼保施設４園、小学校１校）
②人権の花活動を市内各小学校及びアエルで実施した。
③人権啓発パネル展示を実施した。市役所本庁ロビー（人権週間）、アエル（はたちの集い）
④街頭啓発活動を実施した。しずてつストア菊川店、田子重小笠店、杏林堂菊川店、ふれあい広場、よしもとお笑いライブ
⑤人権に関する作品募集を実施した。標語1,151点、ポスター13点、作文51点（R5：標語1,649点、作文１点）
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対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 市民課 担当係 重点事業

R6 事業名 戸籍住民基本台帳総務事業

基本目標 まちづくりに市民と行政が共に取り組むまち

政策 未来に向かって行財政機能を高めるまちづくり

施策 ＩＣＴ（情報通信技術）を活用し効率的な行政運営をします

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

106.1% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

300000 戸籍住民基本台帳総務費 130.4% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

102,691,000 131,317,000 28,626,000 127.9% 32,925,000 100,000 0 17,587,000 80,705,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 112,924,000 102,691,000 131,317,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 110,338,853 89,910,423 124,242,970 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 2,585,147 12,780,577 7,074,030 給料 0 備品購入費 0

執行率 97.7% 87.6% 94.6% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 2,250,741

国庫支出金 11,318,711 4,220,330 34,811,206 共済費 0 扶助費 0

県支出金 17,000 99,000 99,948 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 20,164,620 16,775,020 16,315,586 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 78,838,522 68,816,073 73,016,230 旅費 6,080 投資及び出資金 0 2 3 1 300000 戸籍住民基本台帳総務費

前年比較 124.7% 87.3% 106.1% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 12,502,000 14,682,000 12,110,000 需用費 2,000,390 寄附金 0 215,955,000 84,638,000 164.5% 7,953,000 100,000 0 86,041,000 121,861,000

総事業コスト 122,840,853 104,592,423 136,352,970 役務費 1,922,831 公課費 0

前年比較 100.6% 85.1% 130.4% 委託料 104,110,930 繰出金 0

社会保障・税番号制度システム整備費補助金（繰越明許分を含む） 21,647,000 使用料及び賃借料 13,951,998 予備費 0

社会保障・税番号制度個人番号カード等交付事務補助金 13,133,206 工事請負費 0

戸籍手数料　他 16,446,534 原材料費 0 合計 124,242,970

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

206,738,000 △ 9,217,000 95.7% 0 0 0 0 206,738,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 260.0 1,800.0 1,800.0 5,322.0 5,760.0 10,598.0 12,000.0 16,191.0 

1 1 7 295.7% S 184.0% S 134.9% S

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 0.0 400.0 400.0 863.0 400.0 4,628.0 400.0 4,327.0 

1 1 7 215.8% S 1157.0% S 1081.8% S

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①住基ネット端末の更改を令和７年２月に実施した。その他の保守
等の契約や支払いについても遅滞なく完了し、戸籍法、住民基本
台帳法等に基づく事務の適正な執行に繋げることができた。
②令和６年度から支所と一緒に定例会が実施できるよう、リモート
による定例会を開催し情報共有を強化した。
③マイナンバーカード交付率の上昇や、カード交付時に証明書の取
得についてコンビニ交付を周知したことなどにより、コンビニ交付に
よる証明書の交付が10,598件(R5)から16,191件(R6)と大幅に増加し
た。

事
業
課
題

①令和８年２月に自治体情報システムの標準化による機器更
改等を行う。標準化による事務の混乱が起こらないようシステ
ム及び事務処理手順の整備を漏れなく行うとともに、戸籍への
振り仮名記載のほか、法改正による新しい取り組みについても
漏れなく整備等を行う必要がある。
②引き続き支所との事務の平準化を実施し、情報共有を強化し
ていく必要がある。
③コンビニ交付の利便性について更なる周知を行うとともに、マ
イナンバーカードの電子証明の更新や切替の増加に対応して
いく必要がある。

事
業
の
目
的

ICT（情報通信技術）を活用し効率的な行政運営をするため、
証明書自動交付端末を使った証明書申請を促し、併せて、コ
ンビニ交付サービスの利用を推進し、ICT（情報通信技術）を
活用した効率的な行政運営と快適で満足度の高い窓口サー
ビスの提供を図る。

事
業
の
概
要

戸籍法及び住民基本台帳法等に基づく事務を適正に行うた
め、戸籍や住民基本台帳のデータを管理運用するシステム
（住基ネット、コンビニ交付システム、その他関連業務の運用
システムを含む）について、システム機器保守の委託やシス
テム機器のリース料支払を管理し、併せて、コンビニ交付シ
ステム運用にかかる負担金拠出を行い、事務基盤を整備す
る。また、戸籍法改正に伴うシステム改修業務の委託を行う。
システム以外の業務では、窓口業務の委託を管理し、適正な
窓口業務を行う。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

マイナンバーカード所持の利点として挙げられるコンビニ交付での証明書取得は、想定通りに進んでいる。

①戸籍への振り仮名記載に係る法改正に伴い、今後、戸籍への振り仮名の記載及び住基システムへの記載や記載通知の実施、マイナン
バーカードへのローマ字や旧氏等の記載が予定されている。
システム改修については、国や県の指示のもとに行うこととなるが、業務発注までに十分な時間が取れないことも想定されるため、国の動向に
注視しつつ、標準化同様ベンダーと情報を共有しながら適切に対応していく。
②令和8年度に実施する次期業者選定に備え、仕様書や事務内容の見直しなどを実施していく。
③マイナンバーカードの電子証明の更新や切替の増加に対応していくため、受付や処理フローの見直しや体制づくりを実施していく。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

戸籍法の一部改正に伴う住基及び戸籍システム改修により、前年度に比べて事業費は増大した。また、歳入においても、システ
ム改修等に伴う国庫補助金の収入が増加した。

財源
内訳

指標名
単
位

コンビニ交付サービスでの証
明書交付数

通

窓口証明書交付システムによ
る証明書交付数

通

窓口業務においてお客様の満足度をより高めるために、各種業務の見直しをしながら実施していくことが有効である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・窓口業務全般の管理
・戸籍及び住基関連システム機器保守及び運用管理
・キオスク端末における証明書交付等業務
・コンビニ交付サービスの運用管理
・戸籍法等一部改正に伴うシステム改修
・戸籍及び住基関連システム標準化対応業務
・振り仮名通知の発送・対応業務
・振り仮名に関する届出受付と戸籍及び住基への登録業務

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

・窓口業務委託内容見直しと業者選定業務（令和９～11年度）
・窓口業務全般の管理
・戸籍及び住基関連システム機器保守及び運用管理
・コンビニ交付サービス等の運用管理
・戸籍法等一部改正に伴うシステム改修
・振り仮名に関する届出受付・戸籍及び住基への登録業務
・旧氏の振り仮名記載に関する業務
・振り仮名及びローマ字のマイナンバーカード記載業務

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①戸籍法、住民基本台帳法等に基づく事務を適正に行うため、戸籍や住民基本台帳のデータを管理運用するシステム機器の更
改及び保守の委託やリース料支払等を実施した。
②窓口受付業務においては、委託業者と毎月定例会を行い、市民サービスの向上に努めた。
③マイナンバーカード利用による証明書取得については、年度末までの時限措置として交付手数料を100円に引き下げ、コンビニ
交付等の利用を呼び掛けた。16,191件/対象証明書の46.1％（R5：10,598件/対象証明書の30.1％）

2



事業評価シート
○

5

4

2

B

C Ａ

款 項 目 D

2 3 1 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

C C C 09 24

10 25

11 26

A D D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 市民課 担当係 重点事業

R6 事業名 社会保障・税番号制度事業

基本目標 まちづくりに市民と行政が共に取り組むまち

政策 未来に向かって行財政機能を高めるまちづくり

施策 ＩＣＴ（情報通信技術）を活用し効率的な行政運営をします

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

100.0% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

200000 社会保障・税番号制度事業費 117.1% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

8,802,000 8,900,000 98,000 101.1% 8,900,000 0 0 0 0

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 5,709,000 8,802,000 8,900,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 5,539,289 8,720,815 8,887,794 報酬 4,822,503 公有財産購入費 0

不用額 169,711 81,185 12,206 給料 0 備品購入費 0

執行率 97.0% 99.1% 99.9% 職員手当等 1,348,218 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 5,539,289 8,720,815 8,887,794 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 0 0 0 旅費 74,400 投資及び出資金 0 2 3 1 200000 社会保障・税番号制度事業費

前年比較 100.0% 100.0% 100.0% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 2,468,000 1,863,000 3,505,000 需用費 481,173 寄附金 0 7,216,000 △ 1,684,000 81.1% 7,216,000 0 0 0 0

総事業コスト 8,007,289 10,583,815 12,392,794 役務費 0 公課費 0

前年比較 59.4% 132.2% 117.1% 委託料 2,161,500 繰出金 0

社会保障・税番号制度個人番号カード等交付事務補助金 8,887,794 使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 8,887,794

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

6,517,000 △ 699,000 90.3% 0 0 0 0 6,517,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 0.0 65.0 50.0 69.9 74.0 84.2 89.0 95.8 

1 1 7 139.8% S 113.8% A 107.6% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 0.0 27.0 27.0 13.0 27.0 18.0 27.0 18.0 

1 1 7 48.1% D 66.7% D 66.7% D

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

・総務省公表のマイナンバーカード交付率が、令和５年度末の
84.24％から６年度末には95.75％となり、年間で11.51ポイント上昇
した。
　　●マイナンバーカード交付申請の補助（写真撮影等）：3,538件
（窓口2,871件+出張667件）
　　　（R5：1,927件（窓口1,245件+出張682件））
　　●閉庁日におけるマイナンバーカード交付窓口開設：18回（R5：
18回）
　　●マイナンバーカード交付：5,131件（R5：6,734件）
（※上記の件数・回数は、本庁市民課と小笠市民課窓口の合計
数。但し、特急発行等を除く。）

事
業
課
題

・健康保険証や運転免許証などがマイナンバーカードと一体化
され、利用が拡大している。国はカードが全国民に行き渡ること
を想定した政策を打ち出しており、交付率の更なる向上が求め
られている。また、今後、電子証明の更新やマイナンバーカード
の有効期限到来による更新などの事務が激増するため、職員
体制や住基ネットシステム、マイナンバーカードに関する知識の
強化が必要となる。

事
業
の
目
的

ICT（情報通信技術）を活用し効率的な行政運営をするため、
閉庁日におけるマイナンバーカード臨時交付窓口の開設を行
い、多くの市民がマイナンバーカードを利用した行政サービス
を受けることができるよう、マイナンバーカードの交付促進を
図る。

事
業
の
概
要

マイナンバーカードを利用したサービスが拡充していくことか
ら、全市民にマイナンバーカードを取得していただくことが望
まれる。マイナンバーカード取得に向けた市民への積極的な
アプローチとして、窓口でのマイナンバーカード申請補助と写
真撮影無料サービスを実施し、マイナンバーカード交付率の
向上を目指す。また、電子証明書の更新手続きや券面事項
更新に係る事務処理を適正に行っていく。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

国の政策によるマイナ保険証への移行と、市の出張申請サポート事業等の実施により、マイナンバーカードの交付率が上昇した。

・マイナンバーカードの普及率の上昇と電子証明及びカード本体の更新時期の重なりにより、今後、マイナンバーカード関連の手続きのための
来庁者が増加することが予想されるため、職員体制や機器の調達等の検討を行う。また、マイナ保険証等の利用には、カードに搭載された電
子証明書の期限に注意が必要であるため、更新にかかる広報に努める。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

令和７年12月のマイナ保険証への切替を見据え、マイナンバーカードの交付率を上げるよう、昨年度に引き続きマイナンバーカー
ド出張申請サポート事業を業務委託により実施（16か所・計30回）したことなどで、事業費は上昇した。

財源
内訳

指標名
単
位

マイナンバーカードの交付促
進

％

閉庁日におけるマイナンバー
カード臨時交付窓口開設

回

総務省は、ほぼ全国民にマイナンバーカードが行き渡ることを目指しているため、補助金対象経費を利用しながらカード申請交付事務の
実施をしていくことが有効である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・マイナンバーカード申請･更新補助と写真撮影無料サービスの実施
・適正な電子証明書更新手続きと券面事項更新手続きの実施

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

・マイナンバーカード申請･更新補助と写真撮影無料サービスの実施
・適正な電子証明書更新手続きと券面事項更新手続きの実施
・振り仮名及びローマ字のマイナンバーカードへの記載実施

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

・より多くの市民にマイナンバーカードを取得していただくため、窓口での申請補助と写真撮影無料サービスを実施した。また、
カード休日交付窓口の開設や出張申請サポートなどにより、カードの取得促進に努めた。

3



事業評価シート

68

1

2

B

B Ａ

款 項 目

3 1 8 B

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

B D B 09 24

10 25

11 26

A D B 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 市民課 担当係 重点事業

R6 事業名 国民健康保険特別会計事業

基本目標 社会保障制度に係る事務の適正執行

政策 国民健康保険及び国民年金事務を適正に執行します

施策 国民健康保険特別会計の健全運営

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

94.7% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 維持→ 成果 維持→

100000 国民健康保険特別会計費 95.8% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

254,776,000 246,938,000 △ 7,838,000 96.9% 36,940,000 110,776,000 0 0 99,222,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 255,107,000 254,776,000 246,938,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 252,014,161 252,482,695 240,741,076 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 3,092,839 2,293,305 6,196,924 給料 0 備品購入費 0

執行率 98.8% 99.1% 97.5% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 39,729,907 38,253,344 36,942,282 共済費 0 扶助費 0

県支出金 117,160,143 115,967,248 110,778,087 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 95,124,111 98,262,103 93,020,707 旅費 0 投資及び出資金 0 3 1 8 100000 国民健康保険特別会計費

前年比較 92.9% 103.3% 94.7% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 152,000 663,000 1,771,000 需用費 0 寄附金 0 252,877,000 5,939,000 102.4% 36,722,000 109,349,000 0 0 106,806,000

総事業コスト 252,166,161 253,145,695 242,512,076 役務費 0 公課費 0

前年比較 87.8% 100.4% 95.8% 委託料 0 繰出金 240,741,076

国保財政基盤安定負担金（保険税軽減分）（県） 92,306,947 使用料及び賃借料 0 予備費 0

国保財政基盤安定負担金（国） 35,860,869 工事請負費 0

国保財政基盤安定負担金（保険者支援分）　他 19,552,553 原材料費 0 合計 240,741,076

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

255,441,000 2,564,000 101.0% 39,729,000 117,160,000 0 0 98,552,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 0.3 0.5 0.6 0.4 0.6 0.5 0.6 0.5 

1 1 7 143.6% S 105.7% B 109.8% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 0 0

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

・国民健康保険特別会計運営のための繰出金の支出処理を、適正
に行い、国民健康保険財政の安定及び健全化を図ることができ
た。なお、繰出し額については下記のとおり。
保険基盤安定繰出金（保険料軽減分） 123,075,930円
（R5:129,120,770円）
保険基盤安定繰出金（保険者支援分）  71,721,739円（R5: 
74,173,518円）
財政基盤安定化支援事業繰出金　17,936,000円（R5:17,588,000円）
出産育児一時金繰出金　4,325,000円･13件（R5:5,523,000円･17件）
事務費繰出金　21,519,579円（R5:23,744,237円）
未就学児均等割保険税繰出金　1,873,979円（R5：2,222,374円）
産前産後保険税繰出金　288,849円（R5：110,796円）

事
業
課
題

・令和６年度も法定外の繰出金はなかった。

事
業
の
目
的

社会保障制度に係る事務を適正に執行するため、国の地方
財政計画に基づく財政的援助として、国民健康保険基盤安
定化、財政基盤安定化、国保事務費、出産育児一時金等に
かかる費用を国民健康保険特別会計へ繰出すことで、国民
健康保険財政の安定及び健全化を図る。

事
業
の
概
要

国民健康保険特別会計へ保険基盤安定制度に係る繰出金、
財政安定化支援に係る繰出金、出産育児一時金に係る繰出
金、国保事務費に係る繰出金を支出する。

A
計画どおりに事業を進めることが
適当

決
算
前
年
比

B

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

一般会計から国民健康保険特別会計への法定繰入を、適正に処理することができた。

・国が示す繰出基準に従い、今後も国民健康保険特別会計運営のための繰出金事務処理を適正に行っていく。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

被保険者数が年々減少しているため、繰出金額は全体的に減少している。事務の効率化等により事務費繰入金の削減を進めて
いきたい。

財源
内訳

指標名
単
位

適正な繰出金の執行
％
以
下

国民健康保険特別会計運営のため、法に定められた必要な繰出処理である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・保険基盤安定制度に係る繰出金（保険税軽減分、保険者支援分）
・財政安定化支援事業に係る繰出金
・出産育児一時金に係る繰出金
・国保事務費に係る繰出金
・未就学児均等割保険税に係る繰出金
・産前産後保険税に係る繰出金

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

・保険基盤安定制度に係る繰出金（保険税軽減分、保険者支援分）
・財政安定化支援事業に係る繰出金
・出産育児一時金に係る繰出金
・国保事務費に係る繰出金
・未就学児均等割保険税に係る繰出金
・産前産後保険税に係る繰出金

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

・国民健康保険特別会計へ繰出金を支出した。
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事業評価シート

68

2

1

C

D Ａ

款 項 目 S

3 1 9 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D D D 09 24

10 25

11 26

D D D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 市民課 担当係 重点事業

R6 事業名 後期高齢者医療事業

基本目標 社会保障制度に係る事務の適正執行

政策 後期高齢者事務を適正に執行します

施策 後期高齢者システムの管理運営

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

107.4% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 拡充↑ 成果 拡充↑

100000 後期高齢者医療事務費 108.5% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

540,365,000 586,114,000 45,749,000 108.5% 0 88,297,000 0 30,185,000 467,632,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 520,910,000 540,365,000 586,114,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 513,804,495 539,844,159 584,212,558 報酬 2,152,497 公有財産購入費 0

不用額 7,105,505 520,841 1,901,442 給料 0 備品購入費 0

執行率 98.6% 99.9% 99.7% 職員手当等 329,538 負担金､補助及び交付金 426,178,757

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 70,038,044 75,879,117 88,297,624 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 40,904,393 27,223,922 26,782,276 報償費 69,000 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 402,862,058 436,741,120 469,132,658 旅費 6,160 投資及び出資金 0 3 1 9 100000 後期高齢者医療事務費

前年比較 103.0% 108.4% 107.4% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 1,668,000 1,669,000 3,391,000 需用費 789,711 寄附金 0 608,686,000 22,572,000 103.9% 5,236,000 90,306,000 0 32,241,000 480,903,000

総事業コスト 515,472,495 541,513,159 587,603,558 役務費 3,973,267 公課費 0

前年比較 101.9% 105.1% 108.5% 委託料 30,111,248 繰出金 119,964,754

後期高齢者医療保険基盤安定拠出金負担金 88,297,624 使用料及び賃借料 637,626 予備費 0

後期高齢者健康診査委託料 22,253,836 工事請負費 0

後期高齢者医療制度特別対策補助金　他 4,528,440 原材料費 0 合計 584,212,558

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

611,817,000 3,131,000 100.5% 0 98,987,000 0 29,865,000 482,965,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 30.1 44.0 35.0 33.3 37.0 33.3 39.0 34.3 

1 1 7 95.1% B 90.0% B 87.9% C

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 40.0 140.0 110.0 85.0 120.0 108.0 130.0 182.0 

1 1 7 77.3% D 90.0% B 140.0% S

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①各種事務手続きを適正に行い、下記のとおり負担金や拠出金の
支払い処理をしたことで、安定した社会保障制度の運用を図ること
ができた。
療養給付負担金：400,362,457円（R5:376,698,702円）
事務費負担金：20,665,000円（R5:18,553,000円）
基盤安定繰出：117,730,166円（R5:101,172,157円）
②広域連合からの特別対策補助金を活用し、業務委託により健康
診査未受診者への受診勧奨を行うなどにより、健康診査の受診件
数、人間ドックの助成件数ともに増加した。
健康診査：2,375件（R5:2,210件）
人間ドック補助：290件（R5:263件）

事
業
課
題

①被保険者の資格管理、保険料の賦課徴収、後期高齢者医療
広域連合に係る諸事務を適正に行っていく。
②健康診査や人間ドックを受診しやすい環境を整備するととも
に受診勧奨を行い、高齢者の健康維持を図っていく必要があ
る。

事
業
の
目
的

社会保障制度に係る事務を適正に執行するため、後期高齢
者医療制度加入者の各種事務手続き及び保険料の徴収事
務に加え、加入者の健康保持増進事業を実施することで、医
療費の抑制と安定した社会保障制度の運用を図る。

事
業
の
概
要

後期高齢者医療に関する事務費として、保険料通知等の作
成や通知等の郵送、健診結果作成や保険料納入にかかる手
数料、システムの運用にかかる委託費及び機器使用料、健
康診査の業務委託、広域連合への事務費及び療養給付に係
る負担金、人間ドックの費用助成を行う。また、保険料軽減分
に対する保険基盤安定拠出金として県負担3/4と市負担分
1/4を合わせて一般会計から後期高齢者医療特別会計へ繰
出す。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

後期高齢者医療制度に係る事務事業は、適切に行われている。
また、後期高齢者の健康保持増進事業にも計画的に取り組んでいる。

①広域連合と連携し、今後も後期高齢者医療制度に係る事務を適正に行っていく。
②自身の健康状態を把握し、早い段階で重症化予防の行動変容に繋げていくためには、高齢者に毎年健康診査を受診していただくことが重
要である。そのため引き続き、健康診査未受診者への受診勧奨事業を実施し、受診率の向上に努めていく。
また、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業において、地域の健康課題の分析を行い、低栄養・筋力低下予防、口腔ケア、高血圧
症への指導を柱とした事業を実施していく。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

被保険者の増に伴い、均等割軽減の対象者も増となったことで、その公費負担となる後期高齢者医療保険基盤安定負担金の後
期高齢者医療特別会計への繰出額も前年度と比較し、16,558,009円の増となった。それ以外にも全体的に、被保険者の増加に
伴い支出額が増加している。

財源
内訳

指標名
単
位

後期高齢者健康診査の受診
率

％

健康診査受診券の人間ドック
受診者等への送付抑止

人

実施内容は、後期高齢者医療制度加入者の各種事務手続きの適正化、保険料の適正徴収、加入者の健康保持増進事業（健康診断、人
間ドック補助等）の実施につながり、有効であると考えられる。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・被保険者証等の送付、保険料徴収、市が行う事務経費（事務用品等の
購入費、被保険者証等の印刷費、通知等の郵送料、保険料口振等手数
料、システム管理に係る経費、健康診査業務の委託費）
・静岡県後期高齢者医療広域連合への負担金
（後期高齢者医療広域連合事務費負担金、後期高齢者医療広域連合療
養給付費負担金）
・保険料軽減分等の後期高齢者医療特別会計への繰出金
・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

・被保険者証等の送付、保険料徴収、市が行う事務経費（事務用品等の
購入費、被保険者証等の印刷費、通知等の郵送料、保険料口振等手数
料、システム管理に係る経費、健康診査業務の委託費）
・静岡県後期高齢者医療広域連合への負担金
（後期高齢者医療広域連合事務費負担金、後期高齢者医療広域連合療
養給付費負担金）
・保険料軽減分等の後期高齢者医療特別会計への繰出金
・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①後期高齢者医療制度に係る事務を適正に処理し、後期高齢者医療広域連合への負担金の支払い、後期高齢特別会計に繰出
金を支出した。
②健康保持増進のため、医療機関へ健康診査業務の委託、人間ドックの補助を行った。また未受診者に対する受診勧奨を行っ
た。

5



事業評価シート
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4

4

1

A Ａ

款 項 目 D

4 1 9 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D A A 09 24

10 25

11 26

D D D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 地球温暖化対策事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 地球温暖化対策・自然環境の保全を推進します

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

35.5% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 維持→ 成果 維持→

800000 地球温暖化対策費 110.7% 人件費 必要性 3：やや高い 改善 ③事業内容

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

19,942,000 22,256,000 2,314,000 111.6% 20,996,000 0 0 5,000 1,255,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 7,424,000 19,942,000 22,256,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 7,340,662 19,434,963 22,050,065 報酬 1,756,800 公有財産購入費 0

不用額 83,338 507,037 205,935 給料 0 備品購入費 115,170

執行率 98.9% 97.5% 99.1% 職員手当等 553,801 負担金､補助及び交付金 18,765,440

国庫支出金 0 14,106,705 20,159,401 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 1,020,000 20,000 5,000 報償費 248,072 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 6,320,662 5,308,258 1,885,664 旅費 1,540 投資及び出資金 0 4 1 9 800000 地球温暖化対策費

前年比較 136.4% 84.0% 35.5% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 3,724,000 5,656,000 5,720,000 需用費 160,756 寄附金 0 25,698,000 3,442,000 115.5% 24,159,000 0 0 5,000 1,534,000

総事業コスト 11,064,662 25,090,963 27,770,065 役務費 448,486 公課費 0

前年比較 128.6% 226.8% 110.7% 委託料 0 繰出金 0

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 20,159,401 使用料及び賃借料 0 予備費 0

環境衛生費指定寄附金 工事請負費 0

原材料費 0 合計 22,050,065

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

4,687,000 △ 21,011,000 18.2% 0 0 0 20,000 4,667,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 6,591.0 5,504.0 6,357.0 6,493.0 5,886.0 6,449.0 5,695.0 0.0 

1 1 7 97.9% B 91.3% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 18,138.0 40,000.0 40,000.0 37,346.0 40,000.0 18,138.0 30,000.0 20,105.0 

1 1 7 93.4% B 45.3% D 67.0% D

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①省エネ家電製品購入補助金を実施し、計623件、14,990,000円の
補助金を交付した。
②市内太陽光発電設備設置数は3,647件（令和６年９月末時点、令
和５年９月末比＋217件）となった。
③自然エネルギー利用促進補助金を実施し、計63件、3,079,000円
を交付した。
①②③を通じ市内家庭部門の温室効果ガス排出量の削減を推進
した。
④小学生向けの環境教育としてアース・キッズ事業を開催し、３小
学校４年生110人が参加（六郷小学校72人、内田24人、横地小学校
14人）し、小学生へ環境意識の啓発ができた。
⑤本庁舎他18施設で電力リバースオークションを実施し、再エネ
100％電力を現契約よりも1,000万円安く調達でき、温室効果ガス排
出量を35％削減できる見込みとなった。
⑥職員向けに新たにカーボンニュートラルカードゲーム研修会を開
催し、職員の意識啓発が出来た。

事
業
課
題

⑥⑦LED照明への更新や再生可能エネルギーを積極的に調達
し、公共施設からの温室効果ガス排出量を削減する必要があ
る。
①②③④公共施設だけではなく、市域の温室効果ガス排出量
を削減するための施策を実行していく必要がある。
⑧職員向けの研修会を継続し、市として脱炭素への意識を高
めていく必要がある。

事
業
の
目
的

地球温暖化対策・自然環境の保全を推進するため、地球温
暖化対策事業により、再生可能エネルギーの普及や環境教
育の実施、公共施設へのエコアクション21の推進により温室
効果ガス排出量の削減を図る。

事
業
の
概
要

第２次菊川市環境基本計画（令和２年度～令和11年度）の中
間見直しとして、第２次菊川市環境基本計画（後期基本計画）
を策定する。自然エネルギーを有効利用する機器を普及す
る。家庭でできる環境教育事業を実施する。公共施設での環
境マネジメントシステムを運用する。

A
計画どおりに事業を進めることが
適当

決
算
前
年
比

B

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

温室効果ガス排出量の削減に繋がる具体的施策の実行が必要である。

⑥⑦電力リバースオークションによる再エネ100％電力の調達施設を拡充し、温室効果ガスの削減とコスト削減の両立を目指す。
①②③④地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を基に具体的施策の実行と計画の周知を行う。ZEB推進等に向けた連携協定に基づくZEB
建築物見学会とセミナーを開催する。
⑧地球温暖化対策実行計画（事務事業編）【後期実行計画】の一部改定に基づき、公共施設の温室効果ガス排出量を削減するため再エネ電
力を積極的に調達する。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

増加の要因
・省エネ家電製品購入補助金と自然エネルギー利用促進補助金に係る費用は国の交付金を活用した。
・講師を招きゼロカーボンシティ実現に向けた体験型の職員研修会を実施した。

財源
内訳

指標名
単
位

公共施設から排出される温室
効果ガス総排出量(基礎排出
係数)

t
-
C
O
₂
以
下

太陽光発電システム設置に対
する１件当たりの市補助額

円
／
件

地球温暖化を防止するため、二酸化炭素などの温室効果ガスの排出量を削減するために必要な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・自然エネルギー利用促進補助金の実施
・グリーンカーテン用品の購入
・エコアクション21の実施
・アースキッズ事業の実施
・生活環境フェスタでの啓発活動の開催
・省エネ家電製品購入補助金の実施
・電力リバースオークションによる再エネ100％電力の調達

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①省エネ家電製品購入補助金を実施した。
②静岡県の「太陽光・蓄電池共同購入支援事業」に参加し太陽光発電設備の設置を推進した。
③自然エネルギー利用促進補助金を実施した。
④静岡県の脱炭素アプリ「クルポ」の利用を市民に積極的に呼び掛けた。
⑤アース・キッズ事業の実施した。（市内小学校４年生）
⑥エコアクション21の中間審査を実施した
⑦コストを抑えながら再エネ100％電力を調達するためにリバースオークションを実施した。
⑧ゼロカーボンシティ実現に向けた職員研修会を実施した。
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事業評価シート

4

4

2

B

A D Ｂ

款 項 目 S

4 1 10 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D B A 09 24

10 25

11 26

B A D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 公害対策推進事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 水質浄化・生活環境の改善を進めます

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

87.3% 2 効率性 2：やや低い 生産性改善 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 維持→ 成果 維持→

100000 公害対策推進費 115.3% 人件費 必要性 4：高い 改善 ③事業内容

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2,862,000 2,523,000 △ 339,000 88.2% 0 0 0 0 2,523,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 2,707,000 2,862,000 2,523,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 2,453,058 2,589,144 2,520,115 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 253,942 272,856 2,885 給料 0 備品購入費 0

執行率 90.6% 90.5% 99.9% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 137,200 380,400 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 84,000 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 2,453,058 2,451,944 2,139,715 旅費 0 投資及び出資金 0 4 1 10 100000 公害対策推進費

前年比較 103.2% 100.0% 87.3% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 1,311,000 436,000 969,000 需用費 39,875 寄附金 0 2,740,000 217,000 108.6% 0 0 0 0 2,740,000

総事業コスト 3,764,058 3,025,144 3,489,115 役務費 9,240 公課費 0

前年比較 93.9% 80.4% 115.3% 委託料 2,387,000 繰出金 0

使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 2,520,115

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2,664,000 △ 76,000 97.2% 0 0 0 0 2,664,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 30.0 45.0 45.0 45.0 45.0 30.0 30.0 30.0 

1 1 7 100.0% B 66.7% D 100.0% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.0 0.0 

2 0 0 0.0% D

効率 12,222.0 12,222.0 12,222.0 14,520.0 12,222.0 20,020.0 33,000.0 24,933.0 

1 1 7 84.2% C 61.0% D 132.4% S

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

②小沢地内水質検査業務委託を実施した結果、水質に異常がない
ことを確認できた。
③河川水質環境測定業務委託では計30地点にして検査し、水質に
異常がないことを確認できた。
④自動車騒音常時監視業務委託を実施した結果、環境基準を超
過する調査地点がないことを確認できた。
⑤公害苦情があった際には随時迅速に対応し、市内の公害を抑制
できた。 事

業
課
題

①臭気モニター制度は地元対策協議会と連携し、悪臭の監視
を実施している。制度開始時と比べ悪臭発生源である事業所の
臭気対策も充実し、大きな臭気苦情も減少しているが、人間の
嗅覚での監視は重要であり、今後も長期的に実施していく必要
がある。
②③河川水質環境測定業務の試薬単価が上昇傾向である。

事
業
の
目
的

水質浄化・生活環境の改善を進めるため、公害対策推進事
業により、河川の水質や臭気な
どの監視を行い、公害を未然に防止し、生活環境の保全や
市民の健康の保護を図る。

事
業
の
概
要

自動車の騒音測定や河川などの水質検査を定期的に実施す
る。臭気モニター制度を取り入れ、嗅覚による臭気モニタリン
グを行う。公害の被害拡大を抑える資器材を購入する。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

B

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

生産性が低い⇔
「効率がわるい」

財源
内訳

担
当
評
価

生活環境の保全を図るための必要最低限の事業である。

①臭気モニター数は地元環境対策協議会と調整し、令和６年度のモニター数は７名（９名減）とした。事業者の臭気設備対策の成果が見られる
が、今後も地元協議会と調整しながら、臭気の監視を続けていく必要がある。
②③河川水質環境測定の調査地点数、回数等を精査する。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

減少の要因
【自動車騒音常時監視業務委託料】
・騒音調査地点の減（Ｒ５：５地点→Ｒ６：３地点）

財源
内訳

指標名
単
位

河川水質測定地点数の削減

地
点
以
下

河川水質測定１地点当たりの
コスト

円
／
箇
所

生活環境の保全を図るための必要な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・自動車騒音常時監視業務委託
・水質検査業務委託
・臭気モニター制度
・オイル流出対策用品購入
・公害苦情対応（騒音、指導、悪臭、水質、大気、野焼き等）

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①臭気モニターによる悪臭の監視を実施した。
②小沢地内水質検査業務委託を実施した。
③河川水質環境測定業務委託を実施した。
④自動車騒音常時監視業務委託　市内主要幹線道路３地点の騒音調査を実施した。
⑤公害苦情対応（騒音、指導、悪臭、水質、大気、野焼き等）
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事業評価シート

4

4

2

B

D Ａ

款 項 目 B

4 1 9 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D D D 09 24

10 25

11 26

D D D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 環境衛生総務事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 水質浄化・生活環境の改善を進めます

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

125.1% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

1000000 環境衛生総務費（環境推進課） 103.4% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

5,265,000 4,957,000 △ 308,000 94.2% 0 25,000 0 1,594,000 3,338,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 2,125,000 5,265,000 4,957,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 2,101,238 4,527,632 4,915,574 報酬 1,959,600 公有財産購入費 0

不用額 23,762 737,368 41,426 給料 0 備品購入費 44,000

執行率 98.9% 86.0% 99.2% 職員手当等 593,096 負担金､補助及び交付金 27,000

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 10,000 10,000 25,000 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 253,000 1,883,672 1,594,343 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 1,838,238 2,633,960 3,296,231 旅費 56,010 投資及び出資金 0 4 1 9 1000000 環境衛生総務費（環境推進課）

前年比較 100.9% 143.3% 125.1% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 1,111,000 567,000 351,000 需用費 35,868 寄附金 0 2,978,000 △ 1,979,000 60.1% 0 10,000 0 15,000 2,953,000

総事業コスト 3,212,238 5,094,632 5,266,574 役務費 0 公課費 0

前年比較 128.1% 158.6% 103.4% 委託料 2,200,000 繰出金 0

し尿中継槽使用料 1,529,343 使用料及び賃借料 0 予備費 0

一般廃棄物処理業許可申請手数料 65,000 工事請負費 0

地震津波対策等減災交付金 25,000 原材料費 0 合計 4,915,574

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2,797,000 △ 181,000 93.9% 0 10,000 0 0 2,787,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 3.0 3.0 

1 1 7 100.0% B 100.0% B 100.0% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 

1 1 7 100.0% B 100.0% B 100.0% B

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①静岡県都市環境保全研究会県外先進地視察に参加（環境推進
課職員１名）し、職員の知識が向上した。
②菊川市環境審議会を年３回開催し、委員報酬等を支払い、菊川
市の環境施策について審議した。
③遺体安置場での歯牙鑑定に係る消耗品の購入（ミラ―トップP-
4(22mm)×10点、ミラーハンドル角柄×10点、ピンセット＃18×９
点）し、有事の際に備えることができた。
④生活環境フェスタでの配布用景品の購入（きくのんあめ×250個）
し、生活環境フェスタの来場者増加が図られた。
⑤第２次菊川市環境基本計画（後期基本計画）の策定が完了し、
菊川市の環境施策の向上が図られた。

事
業
課
題

②⑤環境審議会を年２回開催し、一般廃棄物処理基本計画の
策定について審議する。
③毎年継続的に遺体安置所の歯牙鑑定に係る消耗品の購入
が必要である。

事
業
の
目
的

水質浄化・生活環境の改善を進めるため、環境衛生総務事
業により、環境行政全般に係る各種事業の計画策定や進捗
管理を適切に実施し、住みよい環境づくりの推進を図る。

事
業
の
概
要

各種計画策定や見直し、進捗状況などを菊川市環境審議会
にて審議する。環境対策や施策などをＰＲするために生活環
境フェスタを開催する。環境行政全般に係る研究会・研修会
に出席する。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

環境審議会運営費用と、会計年度任用職員報酬などが主な支出であり、必要最低限の事業費用である。

②⑤一般廃棄物処理基本計画を改定するにあたり、本市が目指す方向性を環境審議会委員に明確に示すことで、忌憚のないご意見をいただ
く。
③遺体安置所設営訓練の見学や実施、関係者と打ち合わせを重ね、遺体安置所マニュアルを適宜整備するとともに、必要物品を調達する。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

減少の要因
・第２次菊川市環境基本計画（後期基本計画）策定業務委託費の減

財源
内訳

指標名
単
位

環境審議会を開催した回数 回

１回当たりの環境審議会会議
時間

時
間
以
下

環境審議会など環境行政全般に必要な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・菊川市環境審議会委員報酬
・会計年度任用職員報酬
・生活環境フェスタ用品購入
・環境行政全般に係る旅費、負担金

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①静岡県都市環境保全研究会への参加
②菊川市環境審議会を開催する。
③会計年度任用職員報酬等　１名分
④遺体安置所での歯牙鑑定に係る消耗品の購入
⑤生活環境フェスタでの配布用景品の購入
⑥第２次菊川市環境基本計画（後期基本計画）の策定
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事業評価シート
○

4

4

3

E

B Ａ

款 項 目

4 1 9 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

B D B 09 24

10 25

11 26

D D D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 分別収集等奨励事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 循環型社会の推進を図ります

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

94.6% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 拡充↑

300000 分別収集等奨励費 101.6% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

72,068,000 71,902,000 △ 166,000 99.8% 0 0 0 11,938,000 59,964,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 68,843,000 72,068,000 71,902,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 67,830,001 71,163,456 71,238,932 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 1,012,999 904,544 663,068 給料 0 備品購入費 0

執行率 98.5% 98.7% 99.1% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 3,933,081

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 15,029,065 11,163,452 14,486,178 報償費 4,484,430 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 52,800,936 60,000,004 56,752,754 旅費 0 投資及び出資金 0 4 1 9 300000 分別収集等奨励費

前年比較 92.0% 113.6% 94.6% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 1,429,000 1,559,000 2,635,000 需用費 122,379 寄附金 0 71,713,000 △ 189,000 99.7% 0 0 0 12,012,000 59,701,000

総事業コスト 69,259,001 72,722,456 73,873,932 役務費 1,513 公課費 0

前年比較 100.6% 105.0% 101.6% 委託料 62,697,529 繰出金 0

分別収集関連雑入 14,444,178 使用料及び賃借料 0 予備費 0

古紙回収ボックス設置場所使用料 42,000 工事請負費 0

リサイクル袋売上代 14,100 原材料費 0 合計 71,238,932

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

86,994,000 15,281,000 121.3% 0 0 0 0 86,994,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 22.1 28.2 25.2 21.2 26.2 20.5 27.2 19.3 

1 1 7 84.1% C 78.2% E 71.0% E

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 0.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.0 0.0 

1 1 4 100.0% B 100.0% B

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①資源物分別収集奨励金を交付した（129自治会　4,484,430円）こ
とでリサイクルの推進を図った。
②古紙等資源集団回収補助金を交付した（11団体　182,520円）こと
でリサイクルの推進を図った。
③剪定枝等処理事業補助金を交付した（1,139件　1,557,996円）こと
でリサイクルの推進を図った。
④生ごみ処理機購入費補助金を交付した（コンポスト12件、乾燥式
34件、バイオ式2件　1,942,400円）ことでごみ減量化及びリサイクル
の推進を図った。
⑤赤土リサイクルステーション分別立会業務委託（3,902,471円）に
よりリサイクルの推進を図った。
⑥資源物収集運搬業務を委託した（58,212,000円）ことでリサイクル
の推進を図った。
⑦小型電子機器回収再資源化業務委託（19,825kg　437,032円）に
よりリサイクルの推進を図った。
⑧リサイクルマップを作成しHP上に公開した（0円）ことでリサイクル
の推進を図った。

事
業
課
題

①ごみ減量に向けて製品プラ分別回収を行う必要がある。
②古紙集団回収補助金については、各地区センターや店舗で
の回収があり、古紙をいつでも出せる環境が整ってきたため、
制度の目的を達成したと考える。
④ごみ減量に向けて生ごみの減量を進める必要がある。

事
業
の
目
的

循環型社会の推進を図るため、分別収集等奨励事業により、
資源物分別収集や集団回収並びに拠点回収などのリサイク
ル活動を実施することで、ごみの資源化率の向上やごみの
減量化を図る。

事
業
の
概
要

資源物を分別収集する自治会への奨励金、ＰＴＡ等が行う古
紙等集団回収団体への補助金を交付することで、リサイクル
活動を奨励する。赤土リサイクルステーションの運営や再資
源化可能なごみの回収等を実施し、ごみを減量化する。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

C

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

菊川市は全国的に見ても、ごみ減量化に成功している市であり、取組が実をむすんでいる。他市を参考に取組んでない事業（新たなリサ
イクル品の回収）を実施することでさらなるごみ減量が見込める。

①令和８年度開始を目指し、製品プラスチックの分別回収の検討を進めていく。
②令和６年度をもって、補助金制度を廃止する。
④食品ロス削減に向けた取り組みを強化していく。
①④食品ロス削減推進計画、プラスチック資源循環促進計画を新たに策定し、一般廃棄物処理基本計画内に掲載する。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

増額の要因
・生ごみ処理機（乾燥式）の申請件数が増加したため。
・資源物や小型家電の回収量が増加したため。
減額の要因
・古紙等資源集団回収奨励補助金の申請件数及び回収量が減少したため。
・剪定枝等処理事業補助金の回収量が減少したため。 財源

内訳

指標名
単
位

ごみ総排出量に対するリサイ
クル率

％

古紙等資源集団回収奨励補
助金の見直し検討

回

ごみ減量化には必要不可欠な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・資源物分別収集奨励金
・赤土リサイクルステーションの維持管理
・資源物収集運搬、中間処理業務委託
・生ごみ処理機購入補助金
・剪定枝等処理事業補助金

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

・資源物分別収集奨励金
・赤土リサイクルステーションの維持管理
・資源物収集運搬、中間処理業務委託
・生ごみ処理機購入補助金
・剪定枝等処理事業補助金
・製品プラスチック分別回収

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①資源物分別収集奨励金の交付
②古紙等資源集団回収奨励補助金の交付
③剪定枝等処理事業補助金の交付
④生ゴミ処理機購入費補助金の交付
⑤赤土リサイクルステーションの管理運営を行った。
⑥資源物収集運搬業務を委託した。
⑦小型電子機器回収・再資源化業務を委託した。
⑧リサイクルマップの作成及び公表
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事業評価シート

4

4

3

C Ａ

款 項 目

4 2 1 A

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D A C 09 24

10 25

11 26

D A A 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 塵芥処理総務事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 循環型社会の推進を図ります

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

100.0% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

300000 塵芥処理費総務費 34.9% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

300,000 300,000 0 100.0% 0 0 0 0 300,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 3,233,000 300,000 300,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 3,133,849 300,000 300,000 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 99,151 0 0 給料 0 備品購入費 0

執行率 96.9% 100.0% 100.0% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 3,133,849 300,000 300,000 旅費 0 投資及び出資金 0 4 2 1 300000 塵芥処理費総務費

前年比較 126.4% 9.6% 100.0% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 619,000 689,000 45,000 需用費 0 寄附金 0 300,000 0 100.0% 0 0 0 0 300,000

総事業コスト 3,752,849 989,000 345,000 役務費 0 公課費 0

前年比較 134.6% 26.4% 34.9% 委託料 300,000 繰出金 0

使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 300,000

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

300,000 0 100.0% 0 0 0 0 300,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 0 0

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 0 0

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

・環境資源ギャラリー隣接地である西方地区の環境美化が図られ
た。

事
業
課
題

・新廃棄物処理施設が建設に向けて動き出していく中、西方地
区環境対策委員会との連携を密にし、良好な関係を保ちながら
事業を進めていく。

事
業
の
目
的

循環型社会の推進を図るため、塵芥処理総務事業により、環
境保全監視等の環境保全業務委託を行い、塵芥処理施設の
適正な管理・運転をする。

事
業
の
概
要

環境資源ギャラリー周辺部の環境保全監視を行う。

A
計画どおりに事業を進めることが
適当

決
算
前
年
比

C

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

地元の方も新廃棄物処理施設には理解を示している。
環境資源ギャラリー隣接地として、日々の監視や除草作業を実施している。

・新廃棄物処理施設の建設について、環境対策委員会に進捗を随時報告する。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析 財源

内訳

指標名
単
位

環境資源ギャラリー隣接地として、不法投棄ごみ回収や除草、剪定作業が必要である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・環境保全業務委託 下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

・環境保全業務委託 R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

・西方地区環境保全業務委託を行った。
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事業評価シート
○

4

4

3

S

B Ａ

款 項 目 S

4 1 9 A

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

B D B 09 24

10 25

11 26

A D A 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 環境美化推進事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 循環型社会の推進を図ります

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

99.9% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 維持→ 成果 維持→

200000 環境美化推進費 67.0% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

4,747,000 4,769,000 22,000 100.5% 0 0 0 0 4,769,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 4,714,000 4,747,000 4,769,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 4,535,271 4,627,392 4,621,931 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 178,729 119,608 147,069 給料 0 備品購入費 0

執行率 96.2% 97.5% 96.9% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 652,000

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 3,456,000 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 4,535,271 4,627,392 4,621,931 旅費 15,550 投資及び出資金 0 4 1 9 200000 環境美化推進費

前年比較 95.5% 102.0% 99.9% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 5,693,000 7,032,000 3,193,000 需用費 375,021 寄附金 0 4,902,000 133,000 102.8% 0 146,000 0 0 4,756,000

総事業コスト 10,228,271 11,659,392 7,814,931 役務費 123,360 公課費 0

前年比較 70.1% 114.0% 67.0% 委託料 0 繰出金 0

使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 4,621,931

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

4,715,000 △ 187,000 96.2% 0 0 0 0 4,715,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 70.0 75.0 75.0 25.0 75.0 25.0 75.0 9.0 

1 1 7 300.0% S 300.0% S 833.3% S

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 34.8 100.0 100.0 84.0 100.0 97.1 100.0 74.7 

1 1 7 119.0% A 103.0% B 133.9% S

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①環境衛生委員報酬を支払った。（128名　3,456,000円）環境衛生
委員を設置することで市内の環境美化に繋げることができた。
②美化活動（490kg）、不法投棄（3,800kg）を処理した。（123,360円）
　これにより、市内の環境美化に繋げることができた。
③ごみ集積施設設置費補助金を交付（４件　332,000円）したこと
で、市内の環境美化に繋げることができた。
④菊川市環境衛生自治推進協議会に補助金を交付（300,000円）し
たことで、市内の環境美化や循環型社会の推進を図ることができ
た。

事
業
課
題

①④市民の皆さまのご協力により、ごみ減量が進んでいる。さ
らなるごみ減量のため、環境衛生自治推進協議会や環境衛生
委員を通じた各地域への働きかけが必要である。
②不法投棄、ごみのポイ捨て回収件数が減っているが、継続し
た指導啓発が必要である。
②③ごみの適正な処理についての意識啓発を実施していかな
ければならない。

事
業
の
目
的

循環型社会の推進を図るため、環境美化推進事業により、環
境衛生委員や自治会の美化活動支援など市民と連携した環
境衛生活動を実施することにより、市内の環境美化を図る。

事
業
の
概
要

環境衛生委員及び環境衛生自治推進協議会への活動支
援、市内一斉清掃の開催、家庭ごみ集積施設の設置に対す
る補助、年間を通じ実施する美化活動及び不法投棄の処理
を行う。

A
計画どおりに事業を進めることが
適当

決
算
前
年
比

B

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

事業は順調に進んでいるが、自分たちの街は自分たちできれいにする。の意識をもっと高めていく必要がある。

①環境衛生委員等の活動により、地域におけるごみ出しマナーが向上していく。
②不法投棄防止や美化活動についてSNS等を活用し、市民への周知・広報の実施を継続する。
④環自協でのカメラ購入補助事業の新設などを検討していくことにより、不法投棄対策やごみ出しマナーの向上につながる。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

増額の要因
・ごみステーション新設件数が増加したため。
減額の要因
・不法投棄物が減少したため。

財源
内訳

指標名
単
位

不法投棄の件数
件
以
下

不法投棄処理手数料削減率
％
以
下

環境美化推進のためには必要な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・一斉清掃用品の購入
・害虫駆除剤の購入
・環境衛生委員報酬
・美化活動、不法投棄の処理
・ごみ集積施設設置補助

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①環境衛生委員報酬の支払い
②美化活動及び不法投棄物の処理　※どちらもｷﾞｬﾗﾘｰ搬入量
③ごみ集積施設設置に対し補助金を交付した。
④菊川市環境衛生自治推進協議会に対し補助金を交付した。
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事業評価シート

4

4

3

D Ａ

款 項 目

4 2 1 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D D D 09 24

10 25

11 26

D D D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 一部事務組合事業（塵芥処理事業・掛川市菊川市衛生施設組合）

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 循環型社会の推進を図ります

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

113.5% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

200000 一部事務組合費（塵芥処理費・掛川市菊川市衛生施設組合） 113.7% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

432,689,000 491,198,000 58,509,000 113.5% 0 0 0 0 491,198,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 408,557,000 432,689,000 491,198,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 408,557,000 432,689,000 491,198,000 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 0 0 0 給料 0 備品購入費 0

執行率 100.0% 100.0% 100.0% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 491,198,000

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 408,557,000 432,689,000 491,198,000 旅費 0 投資及び出資金 0 4 2 1 200000 一部事務組合費（塵芥処理費・掛川市菊川市衛生施設組合）

前年比較 111.0% 105.9% 113.5% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 666,000 478,000 1,198,000 需用費 0 寄附金 0 661,390,000 170,192,000 134.6% 0 0 0 0 661,390,000

総事業コスト 409,223,000 433,167,000 492,396,000 役務費 0 公課費 0

前年比較 111.1% 105.9% 113.7% 委託料 0 繰出金 0

使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 491,198,000

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

682,109,000 20,719,000 103.1% 0 0 0 0 682,109,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 0 0

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 0 0

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

・掛川市・菊川市衛生施設組合への負担金の支出（491,198,000円）
をすることで、組合の適正運営に寄与した。
　組合、掛川市と連携を図り、適正なごみ処理運営、新施設の検討
を行った。

事
業
課
題

・環境資源ギャラリーのごみ焼却炉の老朽化が進んでおり、供
用開始から20年となる令和６年度をもって現炉を廃炉とし、新た
な炉を建設することで決定し、施設整備基本計画を作成した。
令和７年度には新施設建設事業者を決定するため、公平公正
な事業者選定を行う必要がある。建設費用が高騰していること
や外部搬出に係る費用などで負担金の大幅な増が懸念され
る。ごみ減量により、負担金割合を下げることで支出を抑えるこ
とが必要である。

事
業
の
目
的

循環型社会の推進を図るため、一部事務組合事業（塵芥処
理事業・掛川市菊川市衛生施設組合）による、掛川市・菊川
市衛生施設組合への分担金支払い事務や組合及び構成市
との支援協力により、一般廃棄物の適正処理を行う。

事
業
の
概
要

環境資源ギャラリーの施設運営費及び施設機器類の修繕費
等を分担金として支払う。　

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

事業は適正に行われている。
環境資源ギャラリーや掛川市との連携がうまくいかない場面が見られた。
協力体制をしっかりと築き業務にあたっていく必要がある。

・今後のごみ処理の方向性について、組合の構成市である菊川市及び掛川市の両市の負担を最小限に抑えながら、安定的なごみ処理が継
続できるよう、研究と検討を進めていく。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

増額の要因
・施設の計画外停止による、ごみの一部を外部搬出が発生したため。
・新施設建設に係る委託業務等が発生したため。

財源
内訳

指標名
単
位

環境資源ギャラリーを運営していくうえで必要不可欠な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・分担金の支払（年4回 四半期毎） 下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

・掛川市・菊川市衛生施設組合への負担金の支出
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事業評価シート

4

4

3

S

D Ａ

款 項 目 A

4 2 2 A

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

B B D 09 24

10 25

11 26

A D A 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 塵芥処理施設管理事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 循環型社会の推進を図ります

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

101.9% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

100000 塵芥処理施設管理費 79.2% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,271,000 3,361,000 90,000 102.8% 0 0 0 0 3,361,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 3,422,000 3,271,000 3,361,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 3,328,559 3,194,741 3,256,580 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 93,441 76,259 104,420 給料 0 備品購入費 0

執行率 97.3% 97.7% 96.9% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 3,328,559 3,194,741 3,256,580 旅費 0 投資及び出資金 0 4 2 2 100000 塵芥処理施設管理費

前年比較 90.9% 96.0% 101.9% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 219,000 927,000 9,000 需用費 610,934 寄附金 0 3,167,000 △ 194,000 94.2% 0 0 0 0 3,167,000

総事業コスト 3,547,559 4,121,741 3,265,580 役務費 0 公課費 0

前年比較 88.0% 116.2% 79.2% 委託料 0 繰出金 0

使用料及び賃借料 2,645,646 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 3,256,580

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,255,000 88,000 102.8% 0 0 0 0 3,255,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 1,276.0 1,300.0 1,300.0 2,152.0 1,300.0 1,747.0 1,300.0 2,167.0 

1 1 7 165.5% S 134.4% S 166.7% S

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 7,004.0 7,000.0 7,000.0 4,386.0 7,000.0 5,980.0 7,000.0 5,490.0 

1 1 7 159.6% S 117.1% A 127.5% A

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①光熱水費の支払（214,934円）をしたことで、保全センターの適正
運営が図られた。
②保全センター施設の修繕を実施（396,000円）したことで、保全セ
ンターの適正運営が図られた。
　事務所棟屋根塗装、施設入口門扉塗装
③保全センター用地の借地（2,645,646円）をしたことで、保全セン
ターの適正運営が図られた。
　三沢財産管理委員会から保全センター用地27,848.91㎡を借用し
た。

事
業
課
題

②③炉及び付帯施設の解体並びに跡地の有効利用について
検討を進める必要がある。

事
業
の
目
的

循環型社会の推進を図るため、塵芥処理施設管理事業によ
り、環境保全センター施設の運営経費の支払いや修繕業務
による適正な維持管理を行い、施設機能を維持することで、
ごみの分別及びリサイクル率の向上を図る。

事
業
の
概
要

環境保全センター管理棟の電気料及び上水道使用料並びに
修繕を行う。また施設敷地の土地借上げの事務を行う。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

環境保全センターを管理運営する上で必要最低限の事業である。

②③平成17年度に閉鎖となった焼却炉及び焼却炉の付帯施設・設備の解体併せて、環境保全センターの施設利用形態について、閉鎖あるい
は継続等の検討を行う。併せて、既に埋立て完了となっている三沢最終処分場について、現状と課題の整理を行い、保全センターの敷地と併
せ、今後の利用についての方向性を検討する。
新たにリサイクル施設等を整備することで解体に対し交付金制度があるため、制度の活用を検討する。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

減額の要因
・修繕料（屋根、門扉塗装）の増額

財源
内訳

指標名
単
位

保全センター利用者数 人

利用者1人当たりの施設管理
費

円
／
人
以
下

保全センター管理に必要な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・光熱水費
・修繕費
・土地借上料

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①光熱水費の支払
②保全センター施設の修繕を実施した。
③保全センター用地の借地
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事業評価シート

4

4

3

D Ａ

款 項 目 D

4 2 2 A

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D A D 09 24

10 25

11 26

D D A 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 公用車管理事業（保全センター）

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 循環型社会の推進を図ります

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

133.3% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

400000 公用車管理費（保全センター） 24.3% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

8,758,000 1,892,000 △ 6,866,000 21.6% 0 0 0 0 1,892,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 9,026,000 8,758,000 1,892,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 2,444,281 7,623,459 1,822,273 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 6,581,719 1,134,541 69,727 給料 0 備品購入費 0

執行率 27.1% 87.0% 96.3% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 4,700,000 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 1,556,555 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 2,444,281 1,366,904 1,822,273 旅費 0 投資及び出資金 0 4 2 2 400000 公用車管理費（保全センター）

前年比較 122.3% 55.9% 133.3% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 151,000 0 31,000 需用費 705,243 寄附金 0 2,917,000 1,025,000 154.2% 0 0 0 0 2,917,000

総事業コスト 2,595,281 7,623,459 1,853,273 役務費 25,830 公課費 8,800

前年比較 119.1% 293.7% 24.3% 委託料 0 繰出金 0

使用料及び賃借料 1,082,400 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 1,822,273

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2,693,000 △ 224,000 92.3% 0 0 0 0 2,693,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 7.0 6.0 0.0 7.0 0.0 6.0 0.0 6.0 

1 1 7

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 835.5 800.0 0.0 1,146.0 0.0 1,096.7 0.0 881.7 

1 1 7 0.0% D 0.0% D 0.0% D

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①公用車４台の車検、点検、修繕、ガソリン代の支払ったことで、安
全で安定的な保全センター業務を行った。
②最終処分場で使用するバックホウの借上（1,082,400円）したこと
で、安定的な廃棄物の最終処分を行った。

事
業
課
題

①事故が起こらないよう、適切な管理を行っていく必要がある。

事
業
の
目
的

循環型社会の推進を図るため、公用車管理事業（保全セン
ター）により、環境保全センターで使用する公用車の適切な維
持管理を行い、環境対策事業を安全かつ円滑に実施する。

事
業
の
概
要

ダンプトラック、乗用車バン２台の車検及び6ヶ月点検、軽ト
ラック1台の12ヶ月点検、バックホウ１台、フォークリフト１台の
点検整備を実施する。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

業務を遂行する上で必要な事業である。

①普通乗用車については令和２年度に入替を行った。
①ダンプトラックについては令和６年２月に新規購入した。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

減額の要因
・入札による重機借上料の減額
・２台の車両が車検のない年であったことによる減額

財源
内訳

指標名
単
位

車検・点検実施回数 回

公用車のガソリン使用量
ℓ
以
下

車両を所管している以上、必要な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・車検３台（ダンプトラック、乗用車バン、軽トラック）
・点検３台（6ヶ月２台、12ヶ月1台）
・点検整備１台（フォークリフト）
・重機レンタル

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①公用車４台の維持管理を実施した。
②最終処分場で使用する重機の借上げを行った。
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事業評価シート

4

4

3

D Ａ

款 項 目

4 3 1 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D D D 09 24

10 25

11 26

D D D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 一部事務組合事業（火葬場事業・東遠地区聖苑組合）

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 循環型社会の推進を図ります

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

100.9% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

100000 一部事務組合費（火葬場費・東遠地区聖苑組合） 100.9% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

67,079,000 67,050,000 △ 29,000 100.0% 0 0 0 0 67,050,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 65,831,000 67,079,000 67,050,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 65,831,000 66,482,000 67,050,000 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 0 597,000 0 給料 0 備品購入費 0

執行率 100.0% 99.1% 100.0% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 67,050,000

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 65,831,000 66,482,000 67,050,000 旅費 0 投資及び出資金 0 4 3 1 100000 一部事務組合費（火葬場費・東遠地区聖苑組合）

前年比較 105.0% 101.0% 100.9% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 116,000 48,000 53,000 需用費 0 寄附金 0 67,706,000 656,000 101.0% 0 0 0 0 67,706,000

総事業コスト 65,947,000 66,530,000 67,103,000 役務費 0 公課費 0

前年比較 105.1% 100.9% 100.9% 委託料 0 繰出金 0

使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 67,050,000

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

61,119,000 △ 6,587,000 90.3% 0 0 0 0 61,119,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 0 0

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 0 0

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

・負担金の支払いを履行したことで、東遠地区聖苑組合の適正な
運営が図られた。

事
業
課
題

・故障などにより利用者に不便や御迷惑をお掛けしないよう、今
後の人口推移等を踏まえるとともに、計画的かつ予防的な施設
修繕や改修が必要である。

事
業
の
目
的

循環型社会の推進を図るため、一部事務組合事業（火葬場
事業・東遠地区聖苑組合）によ
り、掛川市と菊川市で組織する東遠地区聖苑組合へ分担金
を支払い、火葬場の適切な運営管理を行う。

事
業
の
概
要

東遠地区聖苑組合へ火葬場の運営に必要な費用を支払う。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

・年２回の起債償還時期に併せ、負担金の支払いした。

・東遠地区聖苑組合運営のため、適切な時期に負担金の支払いを履行する。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

増額の要因
・LPGガス単価、人件費の上昇による増

財源
内訳

指標名
単
位

掛川市及び菊川市で共同運営する火葬場への負担金であるため必要な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・経常経費、起債償還費を支払う。 下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

・東遠地区聖苑組合の運営費及び起債償還費に係る負担金を、原則年２回に分けて支払う。
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事業評価シート

4

6

4

B

B Ａ

款 項 目

4 1 9 B

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

B B B 09 24

10 25

11 26

B B B 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 水道普及支援事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 上水道が安全に安定して供給されるまちづくり

施策 安定財源の確保を図り、健全な事業経営を継続します

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

97.8% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 維持→ 成果 維持→

400000 水道普及支援費 97.8% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

8,418,000 8,237,000 △ 181,000 97.8% 0 0 0 0 8,237,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 8,791,000 8,418,000 8,237,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 8,761,000 8,418,000 8,237,000 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 30,000 0 0 給料 0 備品購入費 0

執行率 99.7% 100.0% 100.0% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 8,761,000 8,418,000 8,237,000 旅費 0 投資及び出資金 0 4 1 9 400000 水道普及支援費

前年比較 97.2% 96.1% 97.8% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 3,000 3,000 0 需用費 0 寄附金 0 7,783,000 △ 454,000 94.5% 0 0 0 0 7,783,000

総事業コスト 8,764,000 8,421,000 8,237,000 役務費 0 公課費 0

前年比較 97.2% 96.1% 97.8% 委託料 0 繰出金 8,237,000

使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 8,237,000

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

8,237,000 454,000 105.8% 0 0 0 0 8,237,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 0.0 0.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 

1 0 0 100.0% B 100.0% B 100.0% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 0 0

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

・水道会計繰出金を繰出した（8,237,000円）ことで、旧牧之原簡易
水道事業の起債の償還を行うことができた。

事
業
課
題

事
業
の
目
的

　安定財源の確保を図り、健全な事業経営を継続するため、
水道普及支援事業による、水道普及支援費を適切に支払う
ことで、上水道事業の安定財源の確保と「安全な水道」「強靭
な水道」「水道サービスの持続」を図る。

事
業
の
概
要

旧牧之原簡易水道事業費を牧之原市と菊川市で案分した負
担金を水道事業会計へ繰出金として支払う。

A
計画どおりに事業を進めることが
適当

決
算
前
年
比

B

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

水道サービスの持続のため必要不可欠な事業である。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

減額の要因
水道課償還計画による減額。

財源
内訳

指標名
単
位

支払回数

目的達成のため必要な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

・水道会計繰出金の支払
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事業評価シート

70

1

1

B Ｂ

款 項 目 S

4 1 9 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

B D B 09 24

10 25

11 26

A B D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 動物愛護管理事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまちづくり

政策 生活環境の改善を進めます

施策 動物愛護管理事業

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

95.1% 2 効率性 2：やや低い 生産性改善 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

600000 動物愛護管理費 124.9% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

4,503,000 4,136,000 △ 367,000 91.8% 0 0 0 1,922,000 2,214,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 4,449,000 4,503,000 4,136,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 3,920,602 4,185,857 3,984,060 報酬 16,592 公有財産購入費 0

不用額 528,398 317,143 151,940 給料 0 備品購入費 0

執行率 88.1% 93.0% 96.3% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 362,000

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 474,400 444,150 483,300 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 1,588,550 1,476,500 1,346,100 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 1,857,652 2,265,207 2,154,660 旅費 1,540 投資及び出資金 0 4 1 9 600000 動物愛護管理費

前年比較 92.3% 121.9% 95.1% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 1,236,000 594,000 1,984,000 需用費 178,333 寄附金 0 4,352,000 216,000 105.2% 0 0 0 1,788,000 2,564,000

総事業コスト 5,156,602 4,779,857 5,968,060 役務費 160,861 公課費 0

前年比較 85.2% 92.7% 124.9% 委託料 3,264,734 繰出金 0

使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 3,984,060

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

4,129,000 △ 223,000 94.9% 0 0 0 1,772,000 2,357,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 0 0

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 130.0 136.0 136.0 119.0 136.0 96.0 136.0 74.0 

1 1 7 114.3% A 141.7% S 183.8% S

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①軽トラックの車検とガソリン代の支払いを行い、迷う犬の保護を
適正に行うことができた。
②道路上の動物死体の回収・火葬を委託し、公共衛生が確保でき
た。
③所有者の判明しない猫不妊去勢手術事業費補助金（計35件）を
交付し、猫の繁殖抑制ができた。
④狂犬病予防注射消耗品の購入（愛犬手帳66,990円、鑑札19,580
円、済票33,000円）することで、狂犬病予防注射を市民へ啓発する
ことができた。
⑤獣医師による狂犬病注射済票の交付委託を実施（計1,315件発
行）することで、狂犬病予防集合注射に来られない犬へ狂犬病予
防注射を接種することができた。
⑥畜犬登録管理システムの支払いを毎月行うことで、予防注射の
接種状況を管理することができた。
⑦狂犬病予防集合注射を２日間、計225頭の注射を行うことで、狂
犬病を予防することができた。

事
業
課
題

④⑤⑥⑦狂犬病予防法に基づき畜犬登録と狂犬病予防注射を
確実に実施してもらう必要がある。
①④ペットの正しい飼い方などの啓発を地域で進める人材の育
成が必要である。

事
業
の
目
的

快適な環境で安心して暮らせるまちづくりのため、動物愛護
管理事業により、狂犬病予防
や動物愛護に係る取り組みを行い、正しい動物の飼い方など
の知識を普及することで、市民と動物が共生できる社会の実
現を図る。

事
業
の
概
要

衛生面を配慮し、道路上の動物死体の回収と火葬を行う。動
物病院と連携して狂犬病予防集合注射を実施する。野良猫
が増えないように猫の不妊手術、去勢手術費の補助をする。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

C

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

生産性が低い⇔
「効率がわるい」

財源
内訳

担
当
評
価

動物愛護に関する必要最低限の事業である。

④⑤⑥⑦狂犬病予防集合注射での接種数は概ね横ばい傾向にある。集合注射のあり方を調整する必要がある（接種頭数に応じて滞留時間
と実施会場を精査し、実施日数を調整する）。
①④ペットの正しい飼い方を啓発できる人材を育成する必要がある。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析 財源

内訳

指標名
単
位

狂犬病予防集合注射１件当た
りの雇用コスト

円
以
下

人と動物が共生できる社会の実現を目指すために必要な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・動物処理業務及び動物死体処理業務委託
・狂犬病予防集合注射
・狂犬病予防注射済票交付事務委託
・所有者の判明しない猫不妊・去勢手術事業費補助金
・公用車維持管理
・三市合同慰霊祭の開催
・動物保護協会小笠支部当番

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①軽トラック維持管理を実施した。
②動物処理業務委託を実施した。
③所有者の判明しない猫不妊・去勢手術事業費補助金を実施した。
④狂犬病予防注射消耗品の購入（愛犬手帳、犬鑑札、注射済票など）
⑤狂犬病予防注射済票交付事務委託を実施した。
⑥畜犬登録管理システム保守
⑦狂犬病予防集合注射を実施した。
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事業評価シート

70

1

3

B

D Ａ

款 項 目 D

4 1 9 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

A D D 09 24

10 25

11 26

A A D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 霊園管理事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまちづくり

政策 生活環境の改善を進めます

施策 市営霊園の適正管理

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

143.2% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

700000 霊園管理費 147.8% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

658,000 656,000 △ 2,000 99.7% 0 0 0 583,000 73,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 606,000 658,000 656,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 517,990 569,437 640,249 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 88,010 88,563 15,751 給料 0 備品購入費 0

執行率 85.5% 86.5% 97.6% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 400,920 395,520 391,250 報償費 0 償還金､利子及び割引料 200,000 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 117,070 173,917 248,999 旅費 0 投資及び出資金 0 4 1 9 700000 霊園管理費

前年比較 25.0% 148.6% 143.2% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 326,000 75,000 312,000 需用費 119,799 寄附金 0 674,000 18,000 102.7% 0 0 0 583,000 91,000

総事業コスト 843,990 644,437 952,249 役務費 6,500 公課費 0

前年比較 64.5% 76.4% 147.8% 委託料 313,950 繰出金 0

城山霊園管理料 386,650 使用料及び賃借料 0 予備費 0

霊園使用許可証・書替再交付手数料 4,600 工事請負費 0

原材料費 0 合計 640,249

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

676,000 2,000 100.3% 0 0 0 0 676,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 99.5 95.0 95.0 97.9 95.0 97.4 95.0 96.9 

1 1 7 103.1% B 102.5% B 102.0% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 1,183.0 1,501.0 1,501.0 1,537.0 1,501.0 1,802.0 1,501.0 1,918.0 

1 1 7 97.7% B 83.3% C 78.3% D

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①消耗品の購入（21,942円）、使用することで適正な霊園管理に繋
げることができた。
②霊園施設の修繕（50,000円・東屋屋根　洗浄及び塗装）をするこ
とで適正な霊園管理に繋げることができた。
③城山霊園管理業務委託（227,215円・トイレ清掃、除草作業　年４
回）により適正な霊園管理に繋げることができた。

事
業
課
題

①②③城山霊園の192区画のうち、令和６年度内に１区画の返
還があり、年度末では６区画の空きとなった。墓地の区画使用
率を高い水準で維持できるよう対策を講じる必要がある。

事
業
の
目
的

快適な環境で安心して暮らせるまちづくりのため、霊園管理
事業により、草刈りや浄化槽点検等を行い、安全で快適な施
設環境の維持を図る。

事
業
の
概
要

城山霊園の管理業務及び浄化槽の管理を委託し、電気使用
料及び上水道使用料を支払う。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

問題なく管理できている。今後も適正な管理を継続していく。

①②③市営墓地の適正な管理を継続し、墓地区画高使用率を維持する。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

増額の要因
・修繕料（四阿屋根塗装）の増額。
・墓所使用料還付金の増額。

財源
内訳

指標名
単
位

城山霊園区画使用率 ％

１区画当たりの維持管理費
円
以
下

市営霊園を管理していくうえで、必要な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①霊園管理に必要な消耗品の購入
②霊園施設の修繕を実施した。
③城山霊園管理業務を委託した。
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事業評価シート

70

1

4

B

C Ａ

款 項 目 A

4 1 9 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

C C C 09 24

10 25

11 26

B D D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 食品衛生対策事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまちづくり

政策 生活環境の改善を進めます

施策 食品衛生対策の推進

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

100.0% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

1200000 食品衛生対策費 109.5% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

606,000 606,000 0 100.0% 0 0 0 0 606,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 606,000 606,000 606,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 606,000 606,000 606,000 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 0 0 0 給料 0 備品購入費 0

執行率 100.0% 100.0% 100.0% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 606,000

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 606,000 606,000 606,000 旅費 0 投資及び出資金 0 4 1 9 1200000 食品衛生対策費

前年比較 100.0% 100.0% 100.0% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 46,000 75,000 140,000 需用費 0 寄附金 0 606,000 0 100.0% 0 0 0 0 606,000

総事業コスト 652,000 681,000 746,000 役務費 0 公課費 0

前年比較 90.4% 104.4% 109.5% 委託料 0 繰出金 0

使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 606,000

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

606,000 0 100.0% 0 0 0 0 606,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 

1 1 7 100.0% B 100.0% B 100.0% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 47.1 50.0 50.0 39.2 50.0 39.2 50.0 42.0 

1 1 7 127.5% A 127.5% A 119.1% A

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①菊川市食品衛生協会補助金（486,000円）を支払い、菊川市食品
衛生協会が店舗巡回指導、食品衛生推進会議、食中毒防止月間
を推進し安全な食品が提供された。
②小笠地区食品衛生協会負担金（120,000円）を支払い、食品衛生
思想普及に関する事業や食品衛生推進員・食品衛生指導員の活
動事業を広域的に実施し安全な食品が提供された。
③食品衛生指導を24回開催し、安全な食品が提供された。

事
業
課
題

①②③市内飲食店などから食中毒を発生させない。

事
業
の
目
的

快適な環境で安心して暮らせるまちづくりのため、食品衛生
対策事業により、飲食店に正しい食品衛生の知識を広め、食
中毒などの健康被害を防止し、安全な食品の提供を行うこと
で、消費者の健康保護を図る。

事
業
の
概
要

菊川市食品衛生協会にて食中毒防止講習会、保菌検査、食
中毒防止運動、衛生指導を実施する。西部保健所掛川支所
管内の食品衛生協会で構成される小笠地区食品衛生協会に
て食品衛生思想普及に関する事業や食品衛生推進員・食品
衛生指導員の活動事業を広域的に実施する。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

事業に対する負担・補助であり、安全な食品の提供と食品衛生思想を普及するための必要な事業である。

①②③食中毒防止講習会や保菌検査を継続的に実施し、食中毒の発生を防止するよう努める。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

・増減なし
（参考）
菊川市食品衛生協会への事業費補助金は事業費の1/2以内の補助。
小笠地区食品衛生協会への運営費負担金は人口割均等割で算出。

財源
内訳

指標名
単
位

食品衛生協会衛生指導回数 回

補助対象事業費に対する市
補助金の割合

％
以
下

安全な食品の提供をするための食品衛生協会の事業は必要不可欠である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・菊川市食品衛生協会、小笠地区食品衛生協会への負担金及び補助金 下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①菊川市食品衛生協会を支援した。
②小笠地区食品衛生協会を支援した。
③食品衛生指導を実施した。
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事業評価シート

70

2

1

B

C Ａ

款 項 目 E

4 2 3 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

C C C 09 24

10 25

11 26

A B D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 し尿処理対策事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまちづくり

政策 循環型社会の推進を図ります

施策 一般廃棄物の適正処理の推進

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

100.0% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

100000 し尿処理対策費 103.3% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

7,288,000 6,691,000 △ 597,000 91.8% 0 0 0 6,691,000 0

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 9,000,000 7,288,000 6,691,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 7,031,535 6,703,380 6,629,900 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 1,968,465 584,620 61,100 給料 0 備品購入費 0

執行率 78.1% 92.0% 99.1% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 7,031,535 6,703,380 6,629,900 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 0 0 0 旅費 0 投資及び出資金 0 4 2 3 100000 し尿処理対策費

前年比較 100.0% 100.0% 100.0% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 44,000 325,000 629,000 需用費 0 寄附金 0 6,942,000 251,000 103.8% 0 0 0 6,942,000 0

総事業コスト 7,075,535 7,028,380 7,258,900 役務費 6,629,900 公課費 0

前年比較 88.5% 99.3% 103.3% 委託料 0 繰出金 0

し尿収集手数料 6,629,900 使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 6,629,900

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

7,300,000 358,000 105.2% 0 0 0 0 7,300,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 0.0 0.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 

1 0 0 100.0% B 100.0% B 100.0% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 840.0 840.0 0.0 800.0 0.0 800.0 0.0 800.0 

1 1 7 0.0% E 0.0% E 0.0% E

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

・し尿収集運搬等業務委託（6,629,900円）を実施したことで、菊川地
区の安定的なし尿収集ができた。

事
業
課
題

・快適な生活環境の維持のため、適正なし尿処理を継続してい
く必要がある。

事
業
の
目
的

快適な環境で安心して暮らせるまちづくりのため、し尿処理対
策事業による菊川生活環境センターへの業務委託や調整及
び許認可業務を適切に実施することで、し尿の適切な処理を
行う。

事
業
の
概
要

菊川生活環境センターに対するし尿処理業務委託を行う。
し尿収集運搬許可業務を行う。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

し尿の適正な処理ができている。

・し尿収集運搬業務許可業者及びし尿収集運搬等業務受託業者により、一般廃棄物処理基本計画に沿った適正なし尿処理を継続する。現在
委託業務となっている菊川地区について、許可業務とする検討を行う。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

減少の要因
・し尿収集量の減による。

財源
内訳

指標名
単
位

回

支払業務に係る担当職員の
業務時間（前年度以下）

分
以
下

目的を達成するため、必要な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・し尿収集業務委託
・し尿収集運搬許可業務

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

・し尿収集運搬等業務委託を行った。
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事業評価シート

70

2

1

B

D Ａ

款 項 目 S

4 2 1 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D D D 09 24

10 25

11 26

D D D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 塵芥収集事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまちづくり

政策 循環型社会の推進を図ります

施策 一般廃棄物の適正処理の推進

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

101.2% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

100000 塵芥収集費 102.6% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

66,348,000 67,329,000 981,000 101.5% 0 0 0 34,796,000 32,533,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 62,215,000 66,348,000 67,329,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 62,189,905 66,343,350 67,326,815 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 25,095 4,650 2,185 給料 0 備品購入費 0

執行率 100.0% 100.0% 100.0% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 499,070 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 34,526,500 33,921,500 34,531,500 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 27,164,335 32,421,850 32,795,315 旅費 2,690 投資及び出資金 0 4 2 1 100000 塵芥収集費

前年比較 122.0% 119.4% 101.2% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 695,000 303,000 1,053,000 需用費 12,910,975 寄附金 0 89,412,000 22,083,000 132.8% 0 0 0 35,976,000 53,436,000

総事業コスト 62,884,905 66,646,350 68,379,815 役務費 158,550 公課費 0

前年比較 106.0% 106.0% 102.6% 委託料 54,252,000 繰出金 0

ごみ袋売上代 34,531,500 使用料及び賃借料 2,600 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 67,326,815

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

78,290,000 △ 11,122,000 87.6% 0 0 0 0 78,290,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 656.0 618.0 638.0 632.0 631.0 615.0 625.0 615.0 

1 1 7 100.9% B 102.6% B 101.6% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 1,084.0 1,500.0 1,300.0 1,300.0 1,500.0 1,139.0 1,500.0 1,147.0 

1 1 7 100.0% B 131.7% S 130.8% S

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①指定ごみ袋の購入（12,492,700円）により、ごみの適正排出が図
られた。
　可燃物用30ℓ　4,000箱、可燃物用20ℓ　500箱、不燃物用　200箱
（１箱50締）
②ごみ収集カレンダーの作成（418,275円）により、ごみの適正排出
が図られた。
　日本語20,000部、ポルトガル語1,500部、英語750部、中国語500
部
③可燃、不燃ごみ収集運搬業務委託（54,252,000円）により、ごみ
の適正処理が図られた。
　各地区、可燃ごみ週２回、不燃ごみ２週に１回の回収を行った。
④災害廃棄物処理（158,550円）によりごみの適正処理が図られた。
　R6.2.1火災、6月15日火災廃棄物の処理を行った。

事
業
課
題

①②不適切な分別のまま、ごみ集積所に出されたごみに関する
自治会からの相談がある。改めて分別の徹底と適正な排出の
方法についての周知と啓発を進める必要がある。

事
業
の
目
的

快適な環境で安心して暮らせるまちづくりのため、塵芥収集
事業により、一般家庭や地域における分別の徹底や事業系
ごみの家庭ごみ混入防止など、一般廃棄物の適正処理を行
うことにより、ごみの減量化及びリサイクル率の向上を図る。

事
業
の
概
要

指定ごみ袋の購入、ごみ収集カレンダーの作成、市内全域の
家庭系可燃ごみ・不燃ごみの収集運搬業務委託、一般廃棄
物処理基本計画策定業務を実施する。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

事業自体は問題なく進んでいる。

①②ごみの出し方マニュアルの改訂があるため、掲載内容を検討し、今以上にごみの適正排出を訴える。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

増額の要因
・指定ごみ袋の作成単価が上がったため。
・災害廃棄物処理量が増加したため。

財源
内訳

指標名
単
位

ごみの総排出量に対する1人
一日当たり排出量

ｇ
以
下

市民1人当たりのごみ収集料

円
／
人
以
下

適正なごみ排出のため必要な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・指定ごみ袋の購入
・ごみ収集カレンダーの作成
・可燃、不燃ごみ収集運搬業務
・ごみの出し方マニュアルの作成

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①指定ごみ袋の購入
②ごみ収集カレンダーの作成
③可燃、不燃ごみ収集運搬業務委託を行った。
④災害廃棄物を処理した。
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事業評価シート

70

2

1

S

D Ａ

款 項 目 A

4 2 2 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D D D 09 24

10 25

11 26

D D D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 衛生施設総務事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまちづくり

政策 循環型社会の推進を図ります

施策 一般廃棄物の適正処理の推進

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

110.3% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

500000 衛生施設総務費 109.9% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

7,971,000 8,811,000 840,000 110.5% 0 0 0 70,000 8,741,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 6,129,000 7,971,000 8,811,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 6,109,101 7,841,988 8,640,960 報酬 3,698,400 公有財産購入費 0

不用額 19,899 129,012 170,040 給料 0 備品購入費 0

執行率 99.7% 98.4% 98.1% 職員手当等 1,166,029 負担金､補助及び交付金 321,000

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 38,713 69,013 69,014 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 6,070,388 7,772,975 8,571,946 旅費 232,480 投資及び出資金 0 4 2 2 500000 衛生施設総務費

前年比較 128.3% 128.0% 110.3% 交際費 0 積立金 14 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 441,000 515,000 547,000 需用費 59,982 寄附金 0 9,474,000 663,000 107.5% 0 0 0 70,000 9,404,000

総事業コスト 6,550,101 8,356,988 9,187,960 役務費 381,409 公課費 9,000

前年比較 126.0% 127.6% 109.9% 委託料 902,646 繰出金 0

最終処分場土地占用料 69,000 使用料及び賃借料 0 予備費 0

環境保全積立金利子 14 工事請負費 1,870,000

原材料費 0 合計 8,640,960

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

9,028,000 △ 446,000 95.3% 0 0 0 0 9,028,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 1,276.0 1,300.0 1,300.0 2,152.0 1,300.0 1,747.0 1,300.0 2,167.0 

1 1 7 165.5% S 134.4% S 166.7% S

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 7,004.0 7,000.0 7,000.0 4,386.0 7,000.0 5,980.0 7,000.0 5,490.0 

1 1 7 159.6% S 117.1% A 127.5% A

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①会計年度任用職員２名を雇用し給与、手当を支払ったことで、効
率的な保全センター業務を行った。
②保全センターを管理するための委託業務（902,646円）を実施する
ことで、効率的な保全センター業務を行った。
　消防機器保守点検業務委託、警備保障業務委託、除草作業委託
を実施した。
③志瑞地区での道路工事を施行（1,870,000円）したことで、次期最
終処分場建設に対する理解が得られた。
　市道北10号線の側溝蓋掛け工事を施行した。
④志瑞地元対策委員会に運営費補助金を支払った（200,000円）こ
とで、次期最終処分樹建設に対する理解が得られた。

事
業
課
題

①②環境保全センターは昭和63年２月に竣工し、令和６年まで
に約36年が経過している。焼却炉自体は平成17年度の環境資
源ギャラリーの操業に伴い閉鎖されているが、事務所には環境
推進課職員が常駐し、小型家電や鉄くずなどのリサイクル品の
受け取り、公共施設のごみ回収の拠点としている。施設は老朽
化が進んでおり、近年では雨漏りも頻繁に発生している。

事
業
の
目
的

快適な環境で安心して暮らせるまちづくりのため、衛生施設
総務事業により、環境保全センターへの業務委託と適正な施
設の管理運営を行うことにより、廃棄物の適正処理を行い、
ごみの分別及びリサイクル率の向上を図る。

事
業
の
概
要

環境保全センターの管理業務委託
　浄化槽点検清掃及び消防機器保守点検並びに防犯警備の
業務を委託する。
会計年度任用職員の雇用
　公共機関ごみ回収業務、不法投棄の回収業務、最終処分
場の適正管理業務、電話対応窓口対応に２名を雇用する。
旅費、負担金。
　廃棄物処理施設技術管理者講習会への旅費や負担金

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

保全センターを管理する上で必要最低限の事業である。

①②建物の効率的な管理を図ることを目的とし、現在利用する事務室以外の不要な部屋の閉鎖などの取り扱いについて検討する。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

増額の要因
・会計年度任用職員給与増額のため。

財源
内訳

指標名
単
位

保全センター利用者数 人

利用者1人当たりの施設管理
費

円
／
人
以
下

保全センターを管理する上で必要な事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・保全センター管理業務委託
・会計年度任用職員報酬
・旅費、負担金

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①会計年度任用職員２名を雇用した。
②保全センターを管理するための委託業務を行った。
③次期最終処分場建設地である志瑞地区での道路工事を施行した。
④志瑞地元対策委員会に運営費補助金を支払った。

22



事業評価シート

70

2

2

B

D Ａ

款 項 目 C

4 2 2 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D B D 09 24

10 25

11 26

D B D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 環境推進課 担当係 重点事業

R6 事業名 最終処分場管理事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまちづくり

政策 循環型社会の推進を図ります

施策 最終処分場の適正管理

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

106.9% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

200000 最終処分場管理費 110.7% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

34,230,000 36,556,000 2,326,000 106.8% 0 0 0 0 36,556,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 35,508,000 34,230,000 36,556,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 34,684,327 34,004,917 36,355,072 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 823,673 225,083 200,928 給料 0 備品購入費 0

執行率 97.7% 99.3% 99.5% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 1,500,000

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 34,684,327 34,004,917 36,355,072 旅費 0 投資及び出資金 0 4 2 2 200000 最終処分場管理費

前年比較 115.4% 98.0% 106.9% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 864,000 124,000 1,440,000 需用費 15,699,621 寄附金 0 33,989,000 △ 2,567,000 93.0% 0 0 0 0 33,989,000

総事業コスト 35,548,327 34,128,917 37,795,072 役務費 657,802 公課費 0

前年比較 107.7% 96.0% 110.7% 委託料 12,017,500 繰出金 0

使用料及び賃借料 894,349 予備費 0

工事請負費 5,500,000

原材料費 85,800 合計 36,355,072

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

36,939,000 2,950,000 108.7% 0 0 0 0 36,939,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 1 7 100.0% B 100.0% B 100.0% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 1,684.0 1,800.0 1,800.0 2,063.0 1,800.0 2,319.0 1,800.0 2,101.0 

1 1 7 87.3% C 77.6% D 85.7% C

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①汚水処理施設の修繕（5,902,270円）をしたことで、安定的な水質
処理を行った。
　接触曝気槽散気流量計交換、No2調整槽返送ポンプ交換、No1砂
ろ過原水ポンプ交換、No2活性炭原水ポンプ交換、第2混和槽Ph計
交換、No2放流ポンプ交換、No1調整槽ポンプ修繕を行った。
②汚水処理施設で使用する薬品を購入（3,346,375円）したことで、
安定的な水質処理を行った。
③汚水処理施設放流管の水圧試験業務委託（770,000円）をしたこ
とで、安定的な水質処理を行った。
　棚草地区住民、議員立ち合いのもと７月と11月に水圧試験を実施
した。
④最終処分場用地の借上（894,349円）をしたことで、安定的な廃棄
物処理を行った。　
　棚草報徳社から最終処分場用地9,388.39㎡を借り上げた。
⑤棚草地区に対し地域振興負担金等を支払った（1,500,000円）こと
で、安定的な廃棄物処理を行った。

事
業
課
題

①平成11年の稼働から25年が経過し、施設の老朽化が目立つ
ため、計画的な修繕をしていく必要がある。

事
業
の
目
的

快適な環境で安心して暮らせるまちづくりのため、最終処分
場管理事業により、最終処分場を安全かつ適切に運転管理
することで、良好な水質の確保を図る。

事
業
の
概
要

棚草最終処分場浸出水処理に必要な薬剤の購入、水処理施
設の運転に係る電気料、機器類等が異常となった時に知らさ
せる警報装置の通信料、機器修繕、水処理施設維持管理業
務委託、放流管の水圧試験業務委託、処分場用地の借上、
最終処分場地区の地元対策を行う。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

今後、修繕費用が増加していくと考えられるが、費用の平準化を検討し、財政負担を減らす必要がある。

①令和3年度に策定した修繕計画に沿って、計画的な修繕を行う。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

増額の要因
・医薬材料費の増額
・浸出水処理施設管理委託料の増額
・最終処分場設備更新費の増額
減額の要因
・電気使用料の減額 財源

内訳

指標名
単
位

放流水水質協定値違反項目
数

項
目

放流水１㎥あたりの施設管理
費

円
／
㎥

最終処分場を管理する上で、なくてはならない事業である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・棚草最終処分場処理施設維持管理業務
・棚草最終処分場放流管水圧検査業務
・土地借上料
・棚草地元対策委員会補助金
・棚草地区振興交付金

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①汚水処理施設の修繕を行った。
②汚水処理施設で使用する薬品を購入した。
③汚水処理施設放流管の水圧試験を実施した。
④最終処分場用地の借上
⑤棚草地区に対し地域振興負担金等を支払った。
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事業評価シート
○

4

4

2

B

D Ａ

款 項 目 B

4 1 9 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D A D 09 24

10 25

11 26

D A D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 下水道課 担当係 重点事業

R6 事業名 浄化槽設置事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 水質浄化・生活環境の改善を進めます

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

172.7% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

500000 浄化槽設置事業費 122.7% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

41,021,000 40,446,000 △ 575,000 98.6% 4,855,000 2,475,000 0 0 33,116,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 53,967,000 41,021,000 40,446,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 53,196,000 31,454,972 38,893,455 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 771,000 9,566,028 1,552,545 給料 0 備品購入費 0

執行率 98.6% 76.7% 96.2% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 38,851,500

国庫支出金 9,856,000 10,703,000 4,855,000 共済費 0 扶助費 0

県支出金 4,491,000 2,420,400 2,374,000 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 38,849,000 18,331,572 31,664,455 旅費 1,150 投資及び出資金 0 4 1 9 500000 浄化槽設置事業費

前年比較 121.8% 47.2% 172.7% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 1,927,000 2,065,000 2,219,000 需用費 40,805 寄附金 0 57,485,000 17,039,000 142.1% 10,703,000 3,462,000 0 0 43,320,000

総事業コスト 55,123,000 33,519,972 41,112,455 役務費 0 公課費 0

前年比較 109.6% 60.8% 122.7% 委託料 0 繰出金 0

循環型社会形成推進交付金 4,855,000 使用料及び賃借料 0 予備費 0

生活排水改善対策推進事業費補助金 2,292,000 工事請負費 0

浄化槽法事務交付金（権限移譲事務交付金） 82,000 原材料費 0 合計 38,893,455

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

57,485,000 0 100.0% 10,703,000 3,479,000 0 0 43,303,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 156.0 109.0 109.0 128.0 109.0 95.0 109.0 102.0 

1 1 7 117.4% A 87.2% C 93.6% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 3.0 2.0 2.0 2.0 1.0 2.0 3.0 3.0 

1 1 7 100.0% B 200.0% S 100.0% B

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

補助基数102基のうち、単独処理浄化槽とくみ取り槽からの合併処
理浄化槽付替えは21基となった。内訳：単独処理浄化槽19基、くみ
取り槽２基

事
業
課
題

①②③④世帯構成や経済的な事情により付替えが進みにくい
傾向にある中、引き続き、市広報誌などによる合併処理浄化槽
への付替えを周知していく必要がある。

事
業
の
目
的

水質浄化・生活環境の改善を進めるため、浄化槽設置事業
により、合併処理浄化槽への付け替えを進めるとともに、浄
化槽設置者への適切な維持管理方法を周知することにより、
河川菊川の水質と生活環境の改善を図る。

事
業
の
概
要

住宅等（居住の用に供する建築物又は延べ面積が2分の1以
上を居住の用に供する建築物）で、10人槽以下の合併処理
浄化槽を新たに設置する費用の一部を予算の範囲内で補助
を行う。担当者会議や研修会に参加し、浄化槽に対する知識
を深め、維持管理の周知を行う。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

令和２～６年度の補助実績は計563基、うち付替え件数は148基（26.29％）となり、補助制度の効果が表されている。。

①②③④引き続き、合併処理浄化槽設置補助制度を市広報誌や市ホームページで周知する。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

国交付金及び県補助金を活用して、浄化槽設置事業費補助金を実施した。

財源
内訳

指標名
単
位

浄化槽の設置基数 基

浄化槽設置事業費補助金ＰＲ 回

河川の水質浄化や生活環境が改善され、良好な水環境の保全に寄与している。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

〇浄化槽設置事業費補助業務
・合併処理浄化槽設置者に対して補助金の交付
〇浄化槽維持管理業務
・浄化槽設置届、廃止届などの受付
・協議会や研修会への参加
・静岡県浄化槽推進協議会会費の支払

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

〇浄化槽設置事業費補助業務
・合併処理浄化槽設置者に対して補助金の交付
〇浄化槽維持管理業務
・浄化槽設置届、廃止届などの受付
・協議会や研修会への参加
・静岡県浄化槽推進協議会会費の支払

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①102基の合併処理浄化槽設置に対して補助金を交付した。
②市広報誌４月号に補助制度と付替えの周知をした。
③市広報誌９月号に正しい浄化槽の維持管理方法を周知した。
④市ホームページに補助金執行状況を掲載した。
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事業評価シート

4

4

4

B

D Ａ

款 項 目 C

4 2 4 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D A D 09 24

10 25

11 26

D B D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 下水道課 担当係 重点事業

R6 事業名 平尾下水処理場管理事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 適正な汚水処理施設の管理・運営を進めます

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

143.1% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

100000 平尾下水処理場管理事業費 114.3% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

13,677,000 15,625,000 1,948,000 114.2% 0 0 0 8,751,000 6,874,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 15,331,000 13,677,000 15,625,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 14,722,453 13,191,433 14,981,390 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 608,547 485,567 643,610 給料 0 備品購入費 0

執行率 96.0% 96.4% 95.9% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 8,939,905 8,854,185 8,773,323 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 5,782,548 4,337,248 6,208,067 旅費 0 投資及び出資金 0 4 2 4 100000 平尾下水処理場管理事業費

前年比較 289.6% 75.0% 143.1% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 229,000 373,000 525,000 需用費 3,442,702 寄附金 0 18,283,000 2,658,000 117.0% 0 0 0 8,751,000 9,532,000

総事業コスト 14,951,453 13,564,433 15,506,390 役務費 1,633,872 公課費 0

前年比較 130.2% 90.7% 114.3% 委託料 6,835,816 繰出金 0

平尾団地下水処理場使用料 8,730,040 使用料及び賃借料 0 予備費 0

平尾団地下水処理場使用料滞納繰越分 29,200 工事請負費 3,069,000

平尾団地下水処理場関連雑入 14,083 原材料費 0 合計 14,981,390

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

21,637,000 3,354,000 118.3% 0 0 0 8,751,000 12,886,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 52.0 52.0 52.0 52.0 52.0 52.0 52.0 52.0 

1 1 7 100.0% B 100.0% B 100.0% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 3,168,000.0 3,168,000.0 3,168,000.0 2,904,000.0 3,168,000.0 3,105,000.0 3,168,000.0 3,564,000.0 

1 1 7 109.1% B 102.0% B 88.9% C

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①設備の保守点検を52回/年実施したことにより、放流水質法定基
準を遵守することができた。
②不具合の生じていた流量調整ポンプガイドレールの修繕や破砕
機の更新を実施したことにより、適切な水処理を行うことができた。
③不明水対策調査業務として宅内排水設備の誤接続調査103戸を
実施したことにより、不具合箇所を把握することができた。

事
業
課
題

①人件費や物価の高騰を受け、運転管理業務委託料が増加し
ている。
②設備については、老朽化が進んでいるため、設備更新計画
に基づき計画的に更新する必要がある。
③不明水の原因箇所を特定するためには、処理区域全域を調
査する必要がある。

事
業
の
目
的

適正な汚水処理施設の管理・運営を進めるため、平尾下水
処理場管理事業における施設の保守点検業務を適切に実施
することにより、放流水質法定基準の遵守を図る。

事
業
の
概
要

平尾下水処理場の運転管理業務を委託し、適正な汚水処理
を行う。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

平尾下水処理場管理事業は平尾地区の生活排水を適切に処理するためには必要な事業である。

不明水対策事業について、不明水の原因箇所を特定するためには、処理区域全体を調査する必要があるため、引き続き、宅内排水設備の誤
接続調査と下水道本管のテレビカメラ調査を実施していく。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析

令和６年度の事業費増額の主な要因としては、老朽化対策として設備更新の実施や不明水対策事業を新規に実施したことによ
る増額となります。

財源
内訳

指標名
単
位

処理施設の保守点検回数 回

毎年実施する施設の運転管
理費用

円

設備の運転管理業務を委託して定期的な保守点検を行ったことにより、放流水質法定基準を遵守することができた。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・施設の維持管理業務
・施設の運転管理業務
・設備の修繕更新業務
・管路の点検調査業務

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

・施設の維持管理業務
・施設の運転管理業務
・設備の修繕更新業務
・管路の点検調査業務
・管路の修繕業務

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

設備老朽化に伴う設備更新費の増

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①設備の運転管理業務を委託して保守点検を実施した。
②設備の修繕及び更新を行った。
③不明水対策調査業務を実施した。
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事業評価シート

4

4

4

D Ａ

款 項 目 B

4 2 3 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

B D D 09 24

10 25

11 26

B D D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 下水道課 担当係 重点事業

R6 事業名 一部事務組合事業（し尿処理事業・東遠広域施設組合）

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 適正な汚水処理施設の管理・運営を進めます

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

101.5% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

200000 一部事務組合費（し尿処理費・東遠広域施設組合） 101.5% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

150,002,000 152,259,000 2,257,000 101.5% 0 0 0 0 152,259,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 149,409,000 150,002,000 152,259,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 149,409,000 150,002,000 152,259,000 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 0 0 0 給料 0 備品購入費 0

執行率 100.0% 100.0% 100.0% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 152,259,000

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 149,409,000 150,002,000 152,259,000 旅費 0 投資及び出資金 0 4 2 3 200000 一部事務組合費（し尿処理費・東遠広域施設組合）

前年比較 96.3% 100.4% 101.5% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 7,000 12,000 5,000 需用費 0 寄附金 0 146,495,000 △ 5,764,000 96.2% 0 0 0 0 146,495,000

総事業コスト 149,416,000 150,014,000 152,264,000 役務費 0 公課費 0

前年比較 96.3% 100.4% 101.5% 委託料 0 繰出金 0

使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 152,259,000

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

193,132,000 46,637,000 131.8% 0 0 0 0 193,132,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 2.0 2.0 2.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 1 7 100.0% B

成果 26,482.0 27,311.0 27,274.0 26,748.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 1 7 98.1% B

効率 39.7 40.4 40.4 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 1 7 101.0% B 100.0% B 100.0% B

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

・し尿・浄化槽汚泥を適正かつ効率的に処理することができてい
る。

事
業
課
題

・施設を長期的に使用するため、機械設備の定期的な点検や
整備を計画的に行っていく必要がある。

事
業
の
目
的

適正な汚水処理施設の管理・運営を進めるため、一部事務
組合事業（し尿処理事業・東遠広域施設組合）における負担
金支出事務を適切に行うことで、事業を円滑に実施し、施設
の適正な管理・運営を図る。

事
業
の
概
要

施設の維持管理及びし尿・浄化槽汚泥を適正かつ効率的に
処理するため、負担金を支出する。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

し尿、浄化槽汚泥を適切かつ効率的に処理するため負担金を支出する。

・長寿命化計画（平成29年策定、計画期間Ｈ29～Ｒ12）に基づいた効率的な施設の維持管理を実施する必要がある。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析 財源

内訳

指標名
単
位

東遠広域施設組合分担金支
払い回数

回

搬入量
k
ℓ

搬入量割合 ％

し尿・浄化槽汚泥を適切かつ効率的に処理するためには必要な負担金である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

〇東遠広域施設組合業務
・東遠広域施設組合への負担金の支払い

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

〇東遠広域施設組合業務
・東遠広域施設組合への負担金の支払い

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

・組合運営に係る経費に対し、搬入量割で負担金を支出した。
　組合運営に係る経費380,593千円、市負担金152,259千円
　算出根拠：令和４年度組合搬入量66,863㎘、市搬入量26,749㎘
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事業評価シート

4

4

4

D Ａ

款 項 目 B

8 4 3 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

B A D 09 24

10 25

11 26

B A D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 下水道課 担当係 重点事業

R6 事業名 下水道会計事業

基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち

政策 豊かな自然や住みよい環境を未来へつなぐまちづくり

施策 適正な汚水処理施設の管理・運営を進めます

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

105.8% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

100000 下水道会計費 105.8% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

280,833,000 296,995,000 16,162,000 105.8% 0 0 0 0 296,995,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 320,336,000 280,833,000 296,995,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 320,336,000 280,833,000 296,995,000 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 0 0 0 給料 0 備品購入費 0

執行率 100.0% 100.0% 100.0% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 4,397,000 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 315,939,000 280,833,000 296,995,000 旅費 0 投資及び出資金 0 8 4 3 100000 下水道会計費

前年比較 95.2% 88.9% 105.8% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 0 7,000 7,000 需用費 0 寄附金 0 306,080,000 9,085,000 103.1% 0 0 0 0 306,080,000

総事業コスト 320,336,000 280,840,000 297,002,000 役務費 0 公課費 0

前年比較 96.5% 87.7% 105.8% 委託料 0 繰出金 296,995,000

使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 296,995,000

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

306,080,000 0 100.0% 0 0 0 0 306,080,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 320,868.0 358,964.0 316,866.0 320,336.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 1 7 101.1% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 24.7 23.2 21.2 20.7 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 1 7 102.4% B 100.0% B 100.0% B

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

・公営企業会計の繰出基準に基づき、維持管理経費に補助金を、
投資的経費に出資金を支出し、処理施設の適切な維持管理を行
い、処理水の水質保全が図れた。

事
業
課
題

・公共下水道への接続を促進して使用料収入を確保し、維持管
理の経費削減に努め、下水道事業の経営改善を図る必要があ
る。

事
業
の
目
的

適正な汚水処理施設の管理・運営を進めるため、下水道会
計事業における繰出金支出事務を適切に行うことで、健全な
施設運営や事業の円滑に繋げ、施設の適正な運営を図る。

事
業
の
概
要

下水道事業の財源不足を公営企業会計繰出基準に基づき
支出する。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

令和８年度までに第４期公共下水道事業計画を完了し、使用料収入を安定化させる必要がある。

・適切な時期に繰出金の支払いを行う。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析 財源

内訳

指標名
単
位

繰出金の支出
千
円

処理区域内人口一人当たり
のコスト

千
円

公共下水道事業を推進していくためには一般会計から下水道事業会計への繰出金は不可欠である。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

〇下水道会計費業務
・下水道事業会計への繰出金の支出

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

〇下水道会計費業務
・下水道事業会計への繰出金の支出

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

・下水道事業会計繰出金　 　 296,995,000円
　下水道事業会計への補助金　271,760,000円
　下水道事業会計への出資金　 25,235,000円
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事業評価シート

5

4

3

B

A Ａ

款 項 目

2 1 5 A

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

B D A 09 24

10 25

11 26

A D A 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 小笠市民課 担当係 重点事業

R6 事業名 小笠支所庁舎管理事業

基本目標 まちづくりに市民と行政が共に取り組むまち

政策 未来に向かって行財政機能を高めるまちづくり

施策 健全で安定した行財政運営を構築します

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

82.6% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 維持→ 成果 維持→

300000 小笠支所庁舎管理費 86.0% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

734,000 637,000 △ 97,000 86.8% 0 0 0 0 637,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 634,000 734,000 637,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 611,367 711,128 587,200 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 22,633 22,872 49,800 給料 0 備品購入費 0

執行率 96.4% 96.9% 92.2% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 611,367 711,128 587,200 旅費 0 投資及び出資金 0 2 1 5 300000 小笠支所庁舎管理費

前年比較 98.1% 116.3% 82.6% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 96,000 17,000 39,000 需用費 107,094 寄附金 0 681,000 44,000 106.9% 0 0 0 0 681,000

総事業コスト 707,367 728,128 626,200 役務費 76,955 公課費 0

前年比較 89.8% 102.9% 86.0% 委託料 403,151 繰出金 0

コピー・印刷代 使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 587,200

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

681,000 0 100.0% 0 0 0 0 681,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 

1 1 7 100.0% B 100.0% B 100.0% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

1 0 0

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

・適切な施設の維持管理により、クレーム等もなく来庁者に快適に
ご利用いただくことができた。

事
業
課
題

・今後も来庁者が快適に利用できるように維持管理を適切に行
う必要がある。

事
業
の
目
的

健全で安定した行財政運営を構築するため、小笠支所庁舎
管理事業により、施設の修繕や点検等の管理業務を適切に
行い、来庁者に対し、施設の快適な環境提供を図る。

事
業
の
概
要

来庁者に快適にご利用いただくため、庁舎の修繕、空調設備
の保守点検、機械警備の委託等を行う。

A
計画どおりに事業を進めることが
適当

決
算
前
年
比

A

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

小笠支所庁舎については適切な施設の維持管理により、来庁者に快適にご利用いただくことができている。また、支所会議棟についても
会議や選挙事務など、市が主催する事業等に適切に活用されている。

・施設の保守点検や清掃等を定期的に実施し、適切な維持管理を継続するとともに定期的に職員での見回り点検を実施していく。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析 財源

内訳

指標名
単
位

会議棟の適正な維持・管理 回

支所会議棟は会議や選挙事務など市が主催する事業等に活用されているため、今後も引き続き適切に管理を行う必要がある。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・消耗品費の購入
・一般修繕
・電話料金の支払い
・建物災害共済分担金の支払い
・空調設備保守点検委託、機械警備委託、床窓清掃委託

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

・消耗品費の購入
・一般修繕
・電話料金の支払い
・建物災害共済分担金の支払い
・空調設備保守点検委託、機械警備委託、床窓清掃委託

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

・小笠支所庁舎の維持管理のため、空調設備の保守管理や機械警備、清掃の委託を実施した。
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事業評価シート

5

4

3

B

D Ａ

款 項 目 B

2 1 5 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

A A D 09 24

10 25

11 26

A A D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 小笠市民課 担当係 重点事業

R6 事業名 旧小笠支所管理事業

基本目標 まちづくりに市民と行政が共に取り組むまち

政策 未来に向かって行財政機能を高めるまちづくり

施策 健全で安定した行財政運営を構築します

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

106.9% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

600000 旧小笠支所管理費 108.6% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

347,000 398,000 51,000 114.7% 0 0 0 0 398,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 666,000 347,000 398,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 664,434 343,193 366,916 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 1,566 3,807 31,084 給料 0 備品購入費 0

執行率 99.8% 98.9% 92.2% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 664,434 343,193 366,916 旅費 0 投資及び出資金 0 2 1 5 600000 旧小笠支所管理費

前年比較 34.7% 51.7% 106.9% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 156,000 48,000 58,000 需用費 0 寄附金 0 444,000 46,000 111.6% 0 0 0 0 444,000

総事業コスト 820,434 391,193 424,916 役務費 142,516 公課費 0

前年比較 40.2% 47.7% 108.6% 委託料 224,400 繰出金 0

使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 366,916

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

444,000 0 100.0% 0 0 0 0 444,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 96.0 99.0 99.0 99.0 99.0 98.9 99.0 92.2 

1 1 7 100.0% B 99.9% B 93.1% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 91.0 99.0 98.0 98.1 98.0 99.0 98.0 98.0 

1 1 7 100.1% B 101.0% B 100.0% B

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

・火災保険料の支払及び樹木管理等を行い、旧小笠支所（西館）を
適切に管理することができた。

事
業
課
題

・引き続き、旧小笠支所（西館）を適切に管理する必要がある。

事
業
の
目
的

健全で安定した行財政運営を構築するため、旧小笠支所管
理事業により、施設の維持管理を適切に行い、施設の快適な
環境維持と財政運営の健全化を図る。

事
業
の
概
要

旧小笠支所が解体されるまで委託や定期的な巡回を行い旧
支所庁舎及び同敷地を適切に管理する。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

旧小笠支所跡地の活用方針が決定するまでの間、必要最小限の範囲で維持管理に努めた。

・旧小笠支所を必要最低限の範囲で管理を行っていく。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析 財源

内訳

指標名
単
位

予算の執行割合 ％

旧小笠支所管理委託費に係
る予算の執行割合

％

旧小笠支所跡地の活用方針が決定するまでの間、必要最小限の範囲で管理を行っていく必要がある。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・建物災害共済分担金の支払い
・敷地内の樹木管理業務の委託
・敷地内の草刈り業務の委託

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

・建物災害共済分担金の支払い
・敷地内の樹木管理業務の委託
・敷地内の草刈り業務の委託

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

・旧小笠支所の施設維持のため、火災保険料の支払を行うとともに、敷地内の樹木管理や草刈を適切に行った。
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事業評価シート

71

1

1

B

D Ａ

款 項 目 S

2 1 1 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

A A D 09 24

10 25

11 26

A A D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 小笠市民課 担当係 重点事業

R6 事業名 公用車事業費（支所）

基本目標 小笠支所の存在意義を踏まえ、支所ならではの市民サービス、窓口サービスに努める。

政策 小笠支所の適正な運営

施策 支所業務管理

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

276.3% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 縮小↓ 成果 維持→

700000 公用車管理費（支所） 240.5% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

93,000 107,000 14,000 115.1% 0 0 0 0 107,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 166,000 93,000 107,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 112,833 35,422 97,855 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 53,167 57,578 9,145 給料 0 備品購入費 0

執行率 68.0% 38.1% 91.5% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 0 0 0 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 112,833 35,422 97,855 旅費 0 投資及び出資金 0 2 1 1 700000 公用車管理費（支所）

前年比較 47.1% 31.4% 276.3% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 17,000 9,000 9,000 需用費 97,855 寄附金 0 90,000 △ 17,000 84.1% 0 0 0 0 90,000

総事業コスト 129,833 44,422 106,855 役務費 0 公課費 0

前年比較 47.4% 34.2% 240.5% 委託料 0 繰出金 0

使用料及び賃借料 0 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 97,855

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

144,000 54,000 160.0% 0 0 0 0 144,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

1 1 7 100.0% B 100.0% B 100.0% B

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 600.0 450.0 450.0 313.0 450.0 197.0 450.0 162.0 

1 1 7 143.8% S 228.4% S 277.8% S

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

・適切な点検や管理により、車両の整備不良が生じることはなく、業
務に使用することができた。

事
業
課
題

・車両の安全を確保するため、引き続き適切な維持管理に努め
る必要がある。

事
業
の
目
的

小笠支所の存在意義を踏まえ、支所ならではの市民サービ
ス、窓口サービスに努めるため、公用車事業費（支所）によ
り、公用車の適切な維持管理を行い、業務の安全かつ効率
化による円滑な支所運営を図る。

事
業
の
概
要

公用車を適切に管理しスムーズな業務を行う。

B 事業の進め方の改善の検討

決
算
前
年
比

D

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

定期的に点検や管理を行い、業務に支障なく適切な管理ができた。

・定期的な点検業務を実施する。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析 財源

内訳

指標名
単
位

公用車の車検整備・点検台数 台

公用車燃料使用量 ℓ

今後も車両の適正な点検や管理を行い、円滑に業務を行う必要がある。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・12か月点検の実施
・燃料費の支払い

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

・12か月点検の実施
・燃料費の支払い
・車検

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

・小笠支所公用車１台に係る維持管理を行った。
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事業評価シート

71

1

1

C

A Ａ

款 項 目 B

2 1 1 D

01 16

02 17

03 18

04 19

05 20

06 21

07 22

08 23

D D A 09 24

10 25

11 26

A D D 12 27

13

14

15

対象年度 事業会計区分 一般会計 担当課 小笠市民課 担当係 重点事業

R6 事業名 一般管理総務費（支所）

基本目標 小笠支所の存在意義を踏まえ、支所ならではの市民サービス、窓口サービスに努める。

政策 小笠支所の適正な運営

施策 支所業務管理

各評価結果 総合判定評価

事業コスト評価 指標評価 事業内容評価

一般財源 1 評価視点 評価内容

45.2% 2 効率性 4：高い 現状維持 R８年度の方向性

事業番号 事業名称 総事業コスト 1 有効性 4：高い コスト 拡充↑ 成果 拡充↑

1100000 一般管理総務費（支所） 103.3% 人件費 必要性 4：高い 改善 ①事業の進め方

Ｒ５年度 Ｒ６年度 前年増減 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

517,000 268,000 △ 249,000 51.8% 0 0 0 1,000 267,000

事業費割合（事業費/施策費） Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

項目 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 事業費内訳

予算額 359,000 517,000 268,000 節 決算額 節 決算額 課題に対する改善案と想定される成果及び今後の方向性

決算額 353,610 435,354 197,193 報酬 0 公有財産購入費 0

不用額 5,390 81,646 70,807 給料 0 備品購入費 0

執行率 98.5% 84.2% 73.6% 職員手当等 0 負担金､補助及び交付金 0

国庫支出金 0 0 0 共済費 0 扶助費 0

県支出金 0 0 0 災害補償費 0 貸付金 0

地方債 0 0 0 恩給及び退職年金 0 補償、補填及び賠償金 0

その他 740 820 980 報償費 0 償還金､利子及び割引料 0 款 項 目 事業番号 事業名称

一般財源 352,870 434,534 196,213 旅費 0 投資及び出資金 0 2 1 1 1100000 一般管理総務費（支所）

前年比較 127.2% 123.1% 45.2% 交際費 0 積立金 0 予算額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

職員人件費 9,290,000 9,733,000 10,305,000 需用費 87,008 寄附金 0 306,000 38,000 114.2% 0 0 0 1,000 305,000

総事業コスト 9,643,610 10,168,354 10,502,193 役務費 668 公課費 0

前年比較 67.4% 105.4% 103.3% 委託料 0 繰出金 0

小笠支所コピー・印刷代 980 使用料及び賃借料 109,517 予備費 0

工事請負費 0

原材料費 0 合計 197,193

計画額 前年増減額 前年比 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

316,000 10,000 103.3% 0 0 0 1,000 315,000

事業指標・評価 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

現状値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

年度 年度 達成率 評価 達成率 評価 達成率 評価

成果 750.0 5,230.0 4,270.0 3,228.0 4,570.0 3,577.0 5,090.0 4,469.0 

1 1 7 75.6% D 78.3% D 87.8% C

成果 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2 0 0

効率 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 

1 1 7 100.0% B 100.0% B 100.0% B

事業の目的と実施内容との関連性「有効性と妥当性」の説明

事
業

事
業
成
果

①適切な各種業務遂行により、小笠支所の適正かつ安定的な運営
を行うことができた。
②マイナンバーカードを申請する方のために、申請書の記入方法
や写真撮影などの支援を行い、スムーズな対応ができた。また、保
険証との紐づけ作業についても支援を行った。
③マイナンバーカードの受け取りについて、電話とオンライン２種類
の方法での予約制により、円滑な交付ができた。

事
業
課
題

①令和７年３月末現在、小笠支所で受け取りに来ないマイナン
バーカードを239枚保管している。

事
業
の
目
的

小笠支所の存在意義を踏まえ、支所ならではの市民サービ
ス、窓口サービスに努めるため、一般管理総務費（支所）によ
り、戸籍、住民基本台帳、国保年金業務など小笠市民課にお
ける窓口業務を適正に実施し、円滑な支所運営を図る。

事
業
の
概
要

窓口業務を適正に実施するため、事務機器の修繕、郵便料
金の支払い、コピー機のリース等を行う。

A
計画どおりに事業を進めることが
適当

決
算
前
年
比

B

成
果

予
算
〔

円

〕

効
率

計画の進捗と成果
に近い状態⇔「計
画通り」

財源
内訳

担
当
評
価

小笠地域の市民サービスを確保する上で小笠支所は必要であり、今後も適正に管理運営していく。

①マイナンバーカードを申請して取りに来ない方に対して、受け取りを催促するハガキを定期的に郵送する。

財
源
内
訳

財源
内訳

主
財
源

コ
ス
ト
分
析 財源

内訳

指標名
単
位

マイナンバーカード申請補助
の適正処理

人

マイナンバーカード申請補助
に係る事務処理手続きの改
善

件

小笠地域の市民サービスを確保するため、今後も適正に小笠支所を管理する必要がある。

C 
H
E
C
K
評
価

総
合
計
画

体
系
・
概
要

評
価
分
析
・
総
合
判
定
評
価

C 
H
E
C
K
評
価

事
業
コ
ス
ト
分
析

決
算
〔

円

〕

A
C
T
I
O
N
改
善

加
え
る
変
化

P
L
A
N
取
り
組
み
・
Ｄ
Ｏ
実
施

実
行
計
画
事
業
〔

円

〕

Ｒ７
年
度

実
施
内
容

・窓口使用消耗品費の購入
・事務機器の修繕
・郵便料金の支払い
・複写機のリース料、パフォーマンスチャージ料の支払い

下
期
実
施
内
容
変
更
見
込
み

Ｒ８
年
度

指
標
・
実
施
内
容

指
標
評
価 実

施
内
容

・窓口使用消耗品費の購入
・事務機器の修繕
・郵便料金の支払い
・複写機のリース料、パフォーマンスチャージ料の支払い

R7
年
度
比
較
増
減
要
因

R9
年
度
増
減
見
込
み

事
業
実
施
内
容

①小笠支所の適正な運営のため、事務用品の購入や郵便料金の支払い、複写機のリース等を実施した。また、マイナンバー
カード申請補助に係る事務手続きでマニュアル等の改善を行った。
②小笠支所におけるマイナンバーカード申請補助件数892件（R5：349件）　
③小笠支所におけるマイナンバーカード交付件数1,683件（R5：1,981件）

31


